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ステークホルダーにとっての重要性：中期的に見たステークホルダーからの要請・期待の大きさ、そして影響度
オムロンにとっての重要性：中期的な自社の経営成果への影響度と自社が取り組む必然性、および現状とあるべき姿との距離
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編集方針

　オムロンは、1998年度から環境報告書の発行を開始し、
2004年度からは社会的側面の報告を加え、「企業の公器性報告
書」と題したサステナビリティレポートを発行しています。報告書
のタイトルは、オムロンが大切にしている基本理念「企業は社会の

冊子では、「経済（事業）」「環境」「社会」の３つ
の領域で、ステークホルダーと自社の両者に
とって重要性の高い課題、特に「重点取り組み
課題」に関する情報を掲載しています。

「重要性」を重視した冊子
ステークホルダーと自社にとって、
特に重要性の高い情報を掲載

ウェブサイトでは、網羅性を確保する
ために、冊子に掲載されていない情報も
掲載しています。また、今後は、新たな
取り組みとその成果を、年間を通じて
タイムリーに提供していく予定です。

「網羅性」を重視したウェブサイト
多様なステークホルダーの興味・関心
に応えるために、網羅的に情報を掲載

http://www.omron.co.jp/corporate/csr/

冊子とウェブサイトの使い分け

オムロンが取り組むべき課題

●開発途上地域への支援

●生物多様性（生態系）の保存

●サプライチェーンマネジメント
　（CSR調達）
★人権の尊重
●社会的弱者の権利尊重
●規制化学物質の全廃
★省エネルギー
●ゼロエミッション・リサイクル

●ワークライフバランス
●職場における権利・社会保障
●非正規従業員の適切な処遇
●労働安全衛生
●コミュニティ参画

●説明責任の実行
●従業員との対話

★ソーシャルニーズの創造
 　環境・社会に有益な製品の開発・提供

★全拠点でのCO2削減
　 （温暖化防止）

●安全な製品・サービスの提供
●リコール対応の向上
★障がい者の自律支援
★従業員の自律支援
●倫理的で透明な活動
●知的財産の保護
●個人情報保護・情報セキュリティ
★多様性の尊重

●現地の人材活用促進

公器である」を表現しています。
　2008年度からは、メディア特性に応じて、冊子には「重要性の
高い情報」を中心に掲載し、ウェブサイトでは「情報の網羅性」を
確保することとしました。

　オムロンでは、2007年度に「ステークホルダーにとっての
重要性」と「オムロンにとっての重要性」というふたつの軸を設定
し、オムロンが優先して取り組むべき課題（中期的に見たオムロン
のＣＳＲ活動領域）を分析・整理しました。
　「ステークホルダーにとっての重要性」は、当社の主要なステー
クホルダーから頂いたご意見・ご要望、ＧＬＮ（グローバルリーダー
シップネットワーク）、英国アカウンタビリティ社などの社外CSR
有識者の方々との対話のさいにうかがったご意見、さらにＯＥＣＤ
多国籍企業ガイドラインなどの国際的スタンダードやガイドラ

重要性の判断

イン、日本経団連企業行動憲章などを参考に、ステークホルダー
からの要請・期待の大きさ、そして影響度に基づいて判断しまし
た。また、「オムロンにとっての重要性」は、経営成果への影響度と
自社が取り組む必然性および自社の現状とあるべき姿との距離
などをもとに判断しました。
　2008年度はさらにこの活動領域の中からオムロンらしさや緊
急度を考慮して、「重点取り組み課題」を絞り込み、Ｐ・Ｄ・Ｃ・Ａサイ
クルに従って取り組んできました。

オムロンが優先して取り組むべき課題
（中期的に見たオムロンのＣＳＲ活動領域）
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2008年度は、掲載されている写真および図表などでの「肖像
権・著作権」を尊重する取り組みを強化しました。

目 次

環境的側面の報告対象組織：
環境マネジメントシステムを構築している次の拠点を対象としています。
●オムロン㈱の18拠点
●日本 主要関係会社の46拠点
●海外 主要関係会社の18拠点
（米州エリア3拠点、欧州エリア3拠点、中華圏エリア8拠点、
アジア・パシフィックエリア4拠点 ）

2008年度、オムロンは国連が提唱する「人権・労働基
準・環境・腐敗防止」についての普遍的原則である「国連
グローバル・コンパクト（UNGC）１０原則」への支持を正式
に表明し、UNGCの日本
組織であるジャパンネット
ワークに加盟しました。オ
ムロンは今後とも、この
１０原則を企業活動に取り
入れ、その実効に努めて
いきます。

Global Reporting Initiative 「サステナビリティ・レポーティング・
ガイドライン 第3版」
環境省「環境報告ガイドライン（2007年版）」

■ 参考としたガイドライン

2008年度（2008年4月１日～2009年3月3１日）を報告対象
期間としていますが、一部2009年度の事象も含みます。

■ 報告対象期間

報告対象期間内の計画（Ｐlan）、実践（Ｄo）、その結果に対する
評価（Ｃheck）と改善（Ａction）を含めた“Ｐ・Ｄ・Ｃ・Ａ”での報告
に努めました。

■ 報告内容

経済（事業）的側面と社会的側面の報告対象組織：
オムロングループ全体（報告書内ではオムロンと表記）を対象としてい
ます。オムロン㈱のみ、あるいは特定の地域、特定の関係会社に限定
される事象の報告については、本文中にその旨を明記しています。

■ 報告対象組織

2010年6月下旬
※ なお、経済（事業）的側面の詳細については2009年8月発行
の「アニュアルレポート2009」をご参照下さい。

■ 次回発行予定

■ 肖像権・著作権の尊重

「国連グローバル・コンパクト」の10原則

1.企業はその影響の及ぶ範囲内で国際的に
宣言されている人権の擁護を支持し、尊重する。

2.人権侵害に加担しない。

腐敗防止

環　境

人　権

労働基準 3.組合結成の自由と団体交渉権を実効あるものにする。
4.あらゆる形態の強制労働を排除する。
5.児童労働を実効的に廃止する。
6.雇用と職業に関する差別を排除する。

7.環境問題の予防的なアプローチを支持する。
8.環境に関して一層の責任を担うための
イニシアチブをとる。

9.地球にやさしい技術の開発と普及を促進する。

10.強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗を
防止するために取り組む。

経済（事業）的側面

「ＣＯ２削減
ソリューション」事業で
地球温暖化防止に
取り組む企業を支援

13

目標と実績／TOPICS

事業を通じて社会に貢献する特集❶

17

環境的側面

生産工程でのロスを
発見・削減する
新たな取り組み

19

目標と実績

環境マスバランス

生産活動での環境負荷低減特集❷

23

25
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オムロングループの概要

会長メッセージ

企業理念

コーポレート・ガバナンス

社長メッセージ

CSRマネジメント

33

36

有識者との対話

第三者コメント

社会的側面

27

目標と実績／TOPICS

グローバルな社会貢献活動特集❸

31

「企業は社会の公器」という
理念に基づいて
社会貢献活動を
グローバルに展開

生物多様性26
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オムロンは、創業以来、よりよい社会の創造に貢献する事業を幅広く展開してきました。
これからも当社のコアコンピタンスであるセンシング＆コントロール技術を駆使し、生産現場やオフィス、街や駅、病院、家庭など、
世界中のさまざまなシーンで常に新しい価値を創造し続けます。

「安心・安全、健康、環境」の社会ニーズに
センシング&コントロール技術で対応し、
よりよい社会づくりに取り組んでいます

オムロングループの概要

子会社

関連会社

従業員数

40社
売上高 1,031億円

1社
2,074人

欧 州

子会社

関連会社

従業員数

23社
売上高 404億円

2社
3,681人

アジア・
パシフィック（AP）

子会社

関連会社

従業員数

25社
売上高 752億円

2社
13,463人

中華圏

子会社

関連会社

従業員数

46社
売上高 3,281億円

13社
11,147人

日 本

子会社

従業員数

28社
売上高 804億円

2,218人

米 州

地域別従業員構成比（連結）

従業員数

32,583
人

欧州 6.4%

地域別売上高構成比（連結）

総売上

6,272
億円

セグメント別売上高構成比（連結）
その他
2.3%

総売上

6,272
億円

HCB
10.2%

SSB
12.7%

AEC
13.1%

ECB
19.8%

IAB
41.9%

AP
6.4%

米州
12.8%

欧州
16.5%

中華圏
12.0%

日本
52.3%

AP
11.3%

米州
6.8%

中華圏
41.3%

日本
34.2%

333



主要関係会社一覧

センシング機器（光電・近接センサ、基板検査
装置など）、コントロール機器（PLC、温度調節器、
リレー、タイマなど）、セーフティ機器（セーフティ
センサ、セーフティスイッチなど）

リレー、スイッチ、コネクタ、センサ、マイクロ
レンズ・アレイ、カスタムIC、ICコイン、
光通信デバイスなど

インダストリアル
オートメーションビジネス

エレクトロニクス
コンポーネンツビジネスECB

IAB
工場自動化用、産業機器用の
制御システム・機器の製造・販売

電子血圧計、電子体温計、ネブライザー、歩数計、
体重体組成計（体脂肪計）、電動歯ブラシ、
生体情報モニタ、血圧監視装置、携帯心電計、
セントラルモニタ、動脈硬化検査装置など

ヘルスケアビジネスHCB
家庭用および医療用健康機器の製造・販売

CO2削減ソリューション（電力監視システムなど）、
PC用周辺機器事業（モデム、ブロードバンドルータ、
バックアップ電源など）、ワイヤレスセンシング事業
（絶縁監視機器など）、ＲFID事業（IＣタグ、
リーダライタ、アンテナなど）

その他
グループ成長戦略の実現に向けた
新規事業の育成・推進

車載用リレー・センサ、パワーウインドー
スイッチ、キーレスリモートスイッチ、ECUなど

オートモーティブエレクトロニック
コンポーネンツビジネスAEC

自動車搭載用電子部品の製造・販売

家電、通信機器、携帯電話、
アミューズメント機器、OA機器
向けの電子部品の製造・販売

自動改札機、券売機、精算機などの駅務機器、
信号制御、道路管制機器などの交通機器ほか

ソーシアルシステムズ
ビジネスSSB

駅務・交通分野への機器・
モジュールの製造・販売および
ソリューション・サービスの提供

主要関係会社一覧

IAB （インダストリアルオートメーションビジネス）
オムロン出雲㈱／オムロン武雄㈱／オムロン阿蘇㈱／㈱エフ･エー･テクノ／
オムロン関西制御機器㈱／㈱業電社／オムロン京都太陽㈱／OMRON Manufacturing 
of America, Inc.（米国）／OMRON Scientific Technologies, Inc.（米国）／
OMRON Electronics LLC（米国）／OMRON Canada Inc.（カナダ）／OMRON 
Europe B.V.（オランダ）／OMRON Manufacturing of The Netherlands B.V.
（オランダ）／OMRON Electronics Iberia S.A.（スペイン）／OMRON Electronics 
S.P.A.（イタリア）／OMRON Electronics Ltd.（英国）／OMRON （Shanghai） Co., Ltd.
（中国）／OMRON Industrial Automation (China) Co., Ltd.（中国）／OMRON 
Taiwan Electronics Inc.（台湾）

ECB （エレクトロニクスコンポーネンツビジネス）
オムロン倉吉㈱／オムロン山陽㈱／オムロン アミューズメント㈱／オムロン太陽㈱／オムロン 
リレーアンドデバイス㈱／オムロン プレシジョンテクノロジー㈱／OMRON Electronic 
Components LLC（米国）／OMRON Automotive Electronics Italy S.R.L.（イタリア）
／OMRON Electronic Components Ltd.（イギリス）／OMRON Electronic 
Components Europe B.V.（オランダ）／Shanghai OMRON Control Components 
Co., Ltd.（中国）／OMRON Electronic Components （Shenzhen） Ltd.（中国）／
OMRON Electronic Components Pte Ltd.（シンガポール）／OMRON Electronic 
Components (Hong Kong) Ltd.（香港）／OMRON Malaysia Sdn. Bhd.（マレーシア）
／PT OMRON Manufacturing of Indonesia（インドネシア）

AEC （オートモーティブエレクトロニックコンポーネンツビジネス）
オムロン飯田㈱／OMRON Automotive  Electronics, Inc.（米国）／OMRON 
Dualtec Automotive Electronics, Inc.（カナダ）／OMRON (Guangzhou) 
Automotive Electronics Co., Ltd.（中国）／OMRON Automotive Electronics 
Korea Co., Ltd.（韓国）／OMRON Automotive Electronics Co., Ltd. （タイ）

SSB （ソーシアルシステムズビジネス）
オムロン ソフトウェア㈱／オムロン フィールドエンジニアリング㈱

HCB （ヘルスケアビジネス）
オムロン ヘルスケア㈱／オムロン松阪㈱／オムロン コーリン㈱／OMRON Healthcare, 
Inc.（米国）／OMRON Healthcare Europe B.V.(オランダ）／OMRON （Dalian） Co., 
Ltd. （中国）／OMRON Industry&Trade (Dalian) Co., Ltd.（中国）／
OMRON Healthcare Singapore Pte. Ltd.（シンガポール）

その他
オムロン直方㈱／オムロン パーソネル㈱／オムロン住倉ロジスティック㈱／オムロン
マーケティング㈱

（年度）

売上高推移（連結）
（億円）

2004 2005 2006

6,086 6,268
7,367

2007

7,630

（年度）

税引前純利益（連結）
（億円）

2004 2005 2006

525
644 663

2007

642

（年度）

当期純利益（連結）
（億円）

2004 2005 2006 2007

（年度）

総資産（連結）

2004 2005 2006

5,854 5,891
6,303

2007

6,174

（年度）

株主資本、株主資本比率（連結）

2004 2005 2006

3,058
3,629 3,828

2007

3,685

52.2
61.6 60.7 59.7

株主資本（億円） 株主資本比率（%）

2008

6,272

2008

-391

2008
-292

2008

5,383

2008

2,984

55.4

358 383 424
302

（億円）

（年度）2004 2005 2006

24,904
27,408

32,456

2007

35,486

単体 連結

4,670 5,280 5,048 5,402

2008

32,583

5,016

（人）
従業員数
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会長メッセージ

オムロン株式会社 
代表取締役会長

立石 義雄
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　「企業は社会の公器である」という基本理念のもと、

企業活動を進めておりますオムロングループ全員を代表

しまして、すべてのステークホルダーの皆さまの日頃の

ご愛顧・ご支援・ご協力に対し、心から感謝申し上げます。

　米国の金融危機に端を発した世界同時不況の中、

オムロンもまた、事業展開において非常に苦しい取り組み

を余儀なくされております。現在私をはじめ、経営および

執行にあたるすべての者が、今回の世界同時不況を、単

なる「他責」によるものと捉えるのではなく、この状況を

「自らを省みることによって、さらに自らを強めてゆく好機」

と捉え、リバイバル（復活、再生）に向けた大胆な構造改革

を進めているところです。

　オムロンでは、従来「CSR行動ガイドライン」の中に

「適正な納税・会計処理、投資活動」に関する項目を定め、

厳に投機的な行為を禁止して参りました。今回の金融

危機に至る一連の「バブル」に関しても、オムロンでは、製造

業としてのあるべき道を踏み外すことはなかったと確信

しております。

　しかしながら、「企業は社会の公器である」を基本理念

に掲げるオムロンは、自分たちの活動を省みて、「社会の

ニーズに本当にお応えできていたか？」「製品・サービスを

世に送り出すにあたって本当に無駄はなかったか？」と

自らに問う時、改めるべき部分がなかったとは言えないと

思います。「社会の公器」である以上「公の利益を最大化

する」ことこそが、自分たちにとっての「利益の最大化」に

つながると、私は平素から考えております。そうした意味

において、現在の業績の低迷は、社会から私どもに対して

発せられたイエローカードである、と真摯に受け止めて

おります。

　現下の情勢から見て、世界同時不況がいつ底を打ち、

この「引き潮」がいつ「上げ潮」に変わるかは、神ならぬ何

者にも予測はできません。しかし、少なくとも潮目が変わっ

た時に、速やかに世の中に貢献していけるような「構え」を

整えることこそが、今この時期にあってもっとも重要であ

ると思います。その意味から、私どもがCSRの本質と考

える「ソーシャルニーズの創造」すなわち、環境、資源・エ

社会と企業の持続的発展を目指しています
ネルギー、安心・安全、健康、食糧といった分野において、

社会が潜在的に抱えるニーズをいち早く捉え、製品・サー

ビスの形にしてお応えしていくための「構え」づくりを、積

極的に進めていこうと考えております。

　本報告書では、注力している取り組みのひとつとして

「CO2削減ソリューション」事業を紹介しておりますが、

今という時代を、オムロンでは「サイバネティクス」から

「バイオネティクス」へと技術が進化し、「工業社会」が

「持続可能社会」へと発展していく、大きな変化の中にあ

ると捉えています。その大変化の中で、オムロンは、「資源・

エネルギーの節約・代替」や「生態系の保護・生物資源の

活用」といった「環境対応経済」に即応するための準備を

進めていきたいと考えております。

　また、このような新たな時代への対応にあたっては、「自

らの力だけで、すべての社会的責任（CSR）を果たせる」

といった思い上がりを捨て、多くのステークホルダーの皆

さまとの交わりの中でＣＳＲに取り組んでいくことが肝要

です。私どもが事業を展開するすべての地域において、

地域全体での総合的な取り組みを進める、いわば「地域の

皆さまとともに担う社会的責任（SR）」を実現すべく、今後

も努力を続けていこうと考えております。

　世の中は今、グローバル規模での大転換期のまっ只中

にあります。オムロングループ全員が、グローバルな各地

域の人々とともに手を携え、来るべき「上げ潮」に備えて、

常にチャレンジ精神を発揮していく高い志を持ち、目線を

高く上げて万全の「構え」づくりをしていく̶̶そのような

2009年度にしたいと、私は考えております。

　今後とも、社会と企業の持続的発展に向けた私どもの姿

勢について、全世界すべてのステークホルダーの皆さまの、

一層のご理解を賜りますよう、心からお願い申し上げます。

2009年6月

オムロン株式会社 
代表取締役会長

6
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CSR取り組みのフレームワーク

CSR取り組みの基本方針

「企業は社会の公器である」を実践します

　オムロンがCSRを果たしていくうえで根幹となる考え方が、

企業理念の中の「経営指針」です。ここには、ステークホルダー

との誠実な対話と信頼を重視する「ステークホルダー経営」を

経営の基本とすることを明示しています。

　オムロンでは、この「経営指針」に基づいて、中長期的な

CSR戦略を策定し、経営戦略に組み込んだCSR取り組みを

進めています。2005年度には長期経営構想「グランドデザ

イン2010（GD2010）」の第2ステージ（2005～2007年

度）の中で「CSR取り組みの基本方針」（右）を定めて取り組ん

できました。

　2007年度には、「10年後の社会像」や「オムロンのCSR

達成イメージ」を想定し、国際社会が企業に求めるＣＳＲ課題を

もふまえて2010年までに取り組むべき課題を抽出。そのう

えで「オムロンにとっての重要性」「ステークホルダーにとって

の重要性」のふたつの軸で優先して取り組むべき課題を設定し

ました。これらを決定するさいには、ダイアログを実施して

ステークホルダーの意見を収集しました。

　さらに2008年度にはオムロンらしさや緊急度を考慮して、

「重点取り組み課題」を絞り込みました。

プにおけるＣＳＲの共通認識をグローバルに確立するため、課題

全体を俯瞰するフレームワーク（下図）を新たに整備しました。

　これは、コーポレート・ガバナンスや内部統制といった基盤の

取り組みの上に、いわゆるトリプルボトムラインと呼ばれる

経済・環境・社会に関する課題への取り組みを実行していく、

という構造を表しています。

● 事業を通じてよりよい社会をつくること
ソーシャルニーズを創造し、優れた技術、製品、サービスを
提供し続けていく。

● 企業活動を進めるうえで、常に公明正大であること
法令や社会ルールの遵守はもとより、説明責任を果たし、
より透明で公明正大な経営を実践していく。

● 社会が抱える課題に当事者として自ら取り組むこと
人権・労働問題や環境問題など、さまざまな社会課題に対し、
オムロンの特色を活かした取り組みを行う。

　2006年5月10日の創業記念日に、オムロンは、社会が企業に

求める価値の変化や事業のグローバル展開に対応する新しい企業

理念を制定し、発表しました。その中で、オムロングループの存在

意義を示す基本理念を「企業は社会の公器である」と定めています。

　「企業は社会の公器である」とは、企業は社会に対して有益な価値

を提供するために存在し、社会の期待に十分に応えられてこそ、よき

企業市民として社会から信頼され、存続を許されるという考え方で

す。すなわち、改めて企業は社会のものであるという認識を明確に

示すとともに、社会を構成するステークホルダーを重視する経営を

実践することを宣言したものです。

企業は社会の公器である

基本理念

基本理念
企業は

社会の公器である

経営理念

経営指針 行動指針

●チャレンジ精神の発揮
●ソーシャルニーズの創造
●人間性の尊重

●個人の尊重
●顧客満足の最大化
●株主との信頼関係の構築
●企業市民の自覚と実践

●品質第一
●絶えざるチャレンジ
●公正な行動
●自律と共生

企業理念社　憲

われわれの働きで
われわれの生活を向上し
よりよい社会を
つくりましょう

　オムロンは、3つのCSR取り組みの基本方針を定めてステーク

ホルダー経営を実践しています。2008年度は、オムロングルー

トリプルボトムラインを重視した
フレームワークの整備

オムロンらしさや緊急度を考慮して
「重点取り組み課題」を明確化

企業理念とCSR

企業理念

経済
●ソーシャルニーズの創造

コーポレート・ガバナンス
内部統制

社会
●人権の尊重
●多様性の尊重 など

●コンプライアンス ●企業倫理徹底
●情報開示 ●リスクマネジメント

環境
●温暖化防止（CO2削減）
●省資源 など
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コーポレート・ガバナンス

取締役会
経営目標・経営戦略などの重要な事項
を決定するとともに、執行を監視する。

監査役会
コーポレート・ガバナンスの体制と運営
状況を監視し、取締役を含めた経営の
日常的活動を監視する。監査役4名の
うち3名は社外監査役で構成。

執行会議
社長の権限の範囲内で、重要な業務執
行案件の審議・決定を行う。

人事諮問委員会
社外取締役を委員長とし、取締役、監査
役、執行役員の選考基準の策定、候補
者の選定、現職の評価を行う。

社長指名諮問委員会
社外取締役を委員長とし、社長の選定
に特化して次期の社長人事、緊急事態
が生じた場合の継承プランなどを議論
する。

報酬諮問委員会
社外取締役を委員長とし、取締役、監査
役、執行役員の報酬体系の策定、評価
基準の選定、現職の評価を行う。

コーポレート・ガバナンス委員会
社外取締役を委員長とし、コーポレート・
ガバナンスの継続的な充実と、経営の
公正性・透明性を高めるための施策に
ついて議論する。

コーポレート・ガバナンス体制

　オムロンは、ステークホルダーの期待や要請に応えるため、

「企業価値の長期的最大化」を経営目標とし、「最適な経営体制

の構築」と「適正な企業運営」に取り組むとともに、こうした

経営を確実に実行するため、「企業統治（コーポレート・ガバ

ナンス）」のシステムの充実に努めています。

公正性・透明性を向上させ、変化に迅速に対応します
コーポレート・ガバナンス

　オムロンは、透明性の高い経営の実現を目指して、積極的に

情報を開示することを基本方針としています。株主をはじめと

するステークホルダーの皆さまからの高い情報開示のニーズ

に応えるため、法令が定める適時開示規則の遵守はもとより、

より厳しい基準で情報を開示しています。

　社内においては適時開示に関する説明会を毎年開催し、

従業員への啓発活動を実施しています。

情報開示

より高いニーズに応えるために

　オムロンでは、健全かつ効率的に組織を運営するために

「内部統制システムの整備に関する基本方針」を定めています。

この基本方針をもとに、財務報告の信頼性、法令遵守、業務

効率、資産保全という4つの目的すべてを満たすための内部

統制システムを整備し運用しています。

　2009年2月には、コンプライアンスや内部統制システム

整備に積極的に取り組む企業を表彰する「日本内部統制大賞

2009」の優秀賞を受賞しました。長期の経営戦略に「CSRの

体系化と実践」を組み込んでいることなどが評価されました。

内部統制

健全かつ効率的に組織を運営するために

会社法を超える厳格な要件を設定

ステークホルダーの期待・要請に応えるために

　オムロンでは、公正性・透明性の高い経営と環境変化への

迅速な対応を目指すガバナンス体制を構築しています。

　取締役が「株主をはじめとするステークホルダーの代表」とし

て機能しているか否かを監視するため、7名の取締役中2名を

社外取締役に、監査役も4名中3名を社外監査役としています。

　さらに、これらの社外取締役・監査役の実質的な独立性を

重視し、その選定にあたっては、社外役員の新任候補者と当人

が帰属する企業・団体が「過去5年間、オムロングループの

会計監査人ではなかったこと」「オムロングループの大株主で

ないこと」など、7項目にわたる会社法の規定を超えた厳格な

要件を定めています。

　事業推進にあたっては、執行役員制度によって経営監視機能

と業務執行機能の明確な分離を図り、社長以外の取締役は執行

役員を兼務しないことを定めています。また社内カンパニー制

によって各事業部門トップへ権限を大幅に委譲し、意思決定の

迅速化と業務の効率化を図っています。

　役員の指名・昇格、報酬、社長の選定に関しては、それぞれ

諮問委員会を設置して客観性・透明性を高めています。

　2008年6月には、経営の公正性・透明性の一層の向上を

図るため、オムロンの企業統治のあり方を検討する「コーポ

レート・ガバナンス委員会」を新たに設置しました。

議長：取締役会長

社長

コーポレート・ガバナンス委員会

報酬諮問委員会

人事諮問委員会

社長指名諮問委員会

監査役会

監査役室 取締役室

監査法人

取締役会

株主総会

執行会議

グループCSR
行動委員会 グループ監査室本社機能部門 ビジネスカンパニー
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これからも「ソーシャルニーズの創造」を
追求しつづけます

オムロン株式会社
代表取締役社長

作田 久男

　今、世界は深刻な景気後退に見舞われています。しかし、

私は現在のこうした状況は、要するに「バブルがはじけたの

である」と捉えています。つまり、社会にとって本来不必要

なもの、無駄なものがふくらみ過ぎたことの帰結であると

思うのです。その意味で今回の不況は、われわれが、本当

に社会のニーズに応えるものを提供しているかを反省す

る、よい機会でもあると考えています。

　オムロンの経営理念「ソーシャルニーズの創造」とは、

社会に潜在するニーズを掘り起こし、それを満たす製品や

サービスを提供していくことです。これまで日本初、世界

初の技術・製品を数多く生み出し、社会から評価を頂いて

きたオムロンですが、世界同時不況の中で、現在の業績に

は厳しいものがあります。この事実を真摯に受け止め、

自分たちが「本当に社会から求められるものをつくって

きたのか」を、今一度反省する必要もあると思います。

　メーカーとして、独創的なものづくりに注力することは

大切です。しかし、社会のニーズにそぐわないものをいく

らつくっても仕方がありません。否、なくても済むような

ものは、本来つくるべきではないのです。自らを省みて、

改めるべきところは改めつつ、今後も「ソーシャルニーズ

の創造」を貫いていきたいと思います。

「世界同時不況」を機に自らを省みる

　現代における、もっとも重要な社会的ニーズのひとつが

CO2削減です。これは、実は「無駄をなくす」ということで

CO2削減の技術・ノウハウを社会に提供

社長メッセージ



オムロン株式会社
代表取締役社長
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もあると思います。企業の使命は、社会からさまざまな

「資源」を預かり、それを有効に活用して社会に役立つ製品

をつくり、提供していくことです。社会から預かった大切な

「資源」を無駄にすることが、余分なCO2排出につながる

のだ、と私は考えます。

　企業活動を続ける以上、CO2排出を完全になくすこと

はできません。しかし、それを必要最小限に抑えることが

重要です。オムロンでは、従来からCO2排出削減のため

に数々の対策を打ってきました。最近では生産現場での

資源の節約を目指したMFCA（Material Flow Cost 

Accounting）に取り組み、さらにこれを発展させた「資源

生産性の向上」を実現、これによって2008年度は日本環

境効率フォーラムの「環境効率アワード」を受賞しました。

　さらに、こうした取り組みで培った技術・ノウハウを広く

社外に提供し、社会全体のCO2排出削減に寄与していく

ため、2009年3月から「CO2削減ソリューション」を新規

事業として本格的に開始しました。地球環境保全に貢献し、

お客様の利益向上にも寄与するこの新事業こそ、現代の

社会的ニーズに応えるものであり、今後はお客様のもの

づくりを革新する大胆な提案をしていこうと考えています。

2009年6月

り「コモン」の製品づくりを基礎とするということです。も

ちろん「コモン」製品だけでは、現代社会の多様なニーズに

は対応できません。まずは、できる限り無駄を排除した

「コモン」を確立し、そのうえで「モジュール」「オプション」を

組み合わせることによって、多様なニーズに応えていきます。

　このように事業を通じての社会的責任を果たしたうえ

で、お客様をはじめとするすべてのステークホルダーから

信頼を得るための、さまざまな活動を実践していきます。

　たとえば「人材の活用」です。企業が社会から預かった最

大の資源が「人」であり、これを無駄にせず、従業員一人ひと

りが、持てる能力を最大限に発揮できる企業風土をつくって

いくことが、経営者の使命だと考えています。人材活用にお

いて大切なのが「人間性の尊重」です。オムロンは、全世界

に3万名を超える従業員を擁していますが、その一人ひとり

が自律性を発揮し、自らの意思で、自ら考え、自ら行動して

いく̶̶それが企業としての独自性、創造性につながり、

「ソーシャルニーズの創造」にもつながっていきます。

　近年、全世界の従業員に「企業は社会の公器である」を

基本としたオムロンの企業理念を浸透させる活動に注力し

てきましたが、これからは企業理念を理解した従業員一人

ひとりが、「人間としてどう生きるか」をじっくりと考え、議論

し、日々の行動で自律性を大いに発揮してもらうことを

望んでいます。重要なのは理念を唱えることではなく、

一人ひとりが「志」を持ち、自ら行動していくことです。

　ただし「自律」は、「独りよがり」であってはなりません。

2008年から当社は、「国連グローバル・コンパクト（UNGC）」

に参加していますが、これには「井の中の蛙」にならないよう

に、との思いがあります。UNGCには世界の先進企業が数多

く参加しています。それらの先輩企業から多くのことを学び、

自らを向上させていくことで、私たちは「社会の公器」として

の存在意義を、さらに高めていきたいと考えています。

創造性は一人ひとりの「自律」から

　私は、メーカーの最大の社会的責任（CSR）とは、このよ

うに、まずは社会が必要とする製品を開発し、提供していく

ことである、と考えます。したがって、当然CO2削減以外

のニーズについても、積極的に対応していきます。

　社会が物質的に貧しかった時代は、生活をより豊かに、

より便利にする製品を開発し、効率よく生産・提供していく

ことが求められました。それが、世間で言うところの「最適

化」でした。しかし、これからの時代は、物質的な豊かさ・

便利さ・生産効率だけでなく、安心・安全、健康、環境といっ

た価値をも追求し、それらのバランスをとることが重要に

なります。これを実現した社会が、オムロンが主張してき

た、真の「最適化社会」なのです。

　最適化のベースになるのは、社会から預かった資源を

できる限り無駄にせず、有効に使い切ることです。そこで、

オムロンはものづくりの現場で「コモン・モジュール・オプ

ション」という考え方で製品づくりを推進しています。つま

真の「最適化社会」の実現を目指して



CSRマネジメント体制図

グローバルなCSR推進体制の整備を進めています

　オムロンは、CSRを経営戦略に組み込み、事業を通じて

責任を果たしていくことが重要であるという考えのもと、グロー

バルなCSR推進体制の整備に努めています。

　2007年度末に、経営陣自らがグループのCSR全般の現状

と課題を把握し、CSRを方向付けるために「グループCSR行動

委員会」を設置しました。委員会ではグループのCSR基本方針・

戦略の決定、主要領域の活動推進とモニタリングを行っていま

す。また、メンバーは社長を委員長とし、カンパニー社長、本社

機能部門長、海外エリア統括会社社長で構成されています。

　従来は、企業倫理、環境、情報開示など、個別の領域ごとに

委員会組織を設置していましたが、グループCSR行動委員会

はそれらを包括し、CSRの視点から執行全体を俯瞰し、戦略的

にCSRを推進していく役割を果たしています。この委員会が

決定した方針・戦略の具現化は、各カンパニーと環境部門、

法務部門など本社各機能部門が担っています。なお、2008

年度は、6月と2月の2回、委員会を開催しました。

　また、自社のCSR推進状況を客観的に把握するために、外部

コンサルティング会社の開発したツールを活用して「サステナ

ビリティ戦略診断」を実施しました。その結果、「海外拠点にお

ける職場環境に関して、本社・カンパニーでの現状把握が不十

分である」「CSRに関する従業員教育が体系的に整備されてい

ない」などの課題が見つかりました。今後は、この診断結果を

ふまえて、グローバルに取り組みを強化するとともに、現場

レベルでのCSR推進力の強化を図っていきます。

　オムロンでは、企業理念の中の「経営指針」に示したCSRの

基本的な考え方を、全グループの一人ひとりが着実に実践して

いくために、2006年度に「CSR行動ガイドライン」を制定し

ました。また2007年度には企業理念の中の「行動指針」を

従業員が実践できるよう「行動指針実践ガイドライン」を制定し

ました。いずれも日本国内の全従業員に配布し、基本理念である

「企業は社会の公器である」という考え方に基づくCSRの浸透

と定着に取り組んできました。

　2007年度からは、日本以外の従業員への浸透活動にも取

り組み、「CSR行動ガイドライン」については、事業を展開して

いるエリアごとの法制や慣習の違いを反映した欧州版、米州版、

アジア・パシフィック版、中華圏版を英語で、中華圏版と韓国版を

現地語で作成し、世界23拠点でマネージャーへの説明会を開催

しました。2008年度は、フランス語、ポルトガル語、インドネ

シア語、タイ語、マレー語、ベトナム語など22言語を新たに追加

しました。なお「行動指針実践ガイドライン」についても2007

年度に25言語に翻訳して海外関係会社に配布しました。

　2008年度からは、企業理念の中の「行動指針」に掲げてい

る「絶えざるチャレンジ」の活性化を目指し、「チャレンジ表彰制

度」を新設。グループ全体に展開し、業務改善や研究開発など

高い目標に取り組んだ従業員1,142名を表彰しました。

　今後もグローバルなCSRの浸透をさらに強化するとともに、

個別課題の発見・解決に努めていきます。

CSRの浸透

「CSR行動ガイドライン」を
新たに海外22言語に翻訳

CSRマネジメント体制

戦略的にCSRを推進

CSRマネジメント

委員長：社長

［主要領域］
CSR方針・戦略、企業倫理、
人権・労働、環境、CSR調達、
情報開示など

事業部門

国内関係会社

海外関係会社

本社機能部門 CSR推進担当

カンパニー社長 本社機能部門長 エリア統括会社社長

CSR推進部

社　長

支　

援

領域別
推進委員会

カンパニー
CSR推進責任者

カンパニー
CSR推進組織

専門委員会

グループCSR行動委員会
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　オムロンでは、グループ全体のコンプライアンス活動を推進

するための領域別組織として、グループCSR行動委員会のも

とに「グループ企業倫理行動推進委員会」を設置しています。

メンバーは、各カンパニーおよび本社の企業倫理行動推進委

員から構成され、2008年度は3回の委員会を開催し、コンプ

ライアンス活動を審議、推進しました。

　また、国内関係会社には、各社の企業倫理の推進責任者とし

て、マネジメント層以上からコンプライアンス教育の実施など

を担う企業倫理推進責任者を選任。年に1回、全委員が参加

する「企業倫理推進責任者会議」を開催し、行動計画に基づく

P・D・C・Aサイクルの推進状況などについて情報交換すると

ともに、研修を実施しています。

　海外については、中華圏に続き、2008年にアジア・パシフィッ

クエリアに企業倫理推進責任者を

新たに設置。米州でも、企業倫理

推進の責任者であるコンプライ

アンスオフィサの設置を進めるな

ど、体制の充実を図っています。

　オムロンでは、健全かつ効率的に組織を運営するために、

2種類の監査を実施しています。ひとつ目は、財務報告の信頼性、

法令遵守、業務効率、資産保全という4つの目的すべてを満た

す内部統制が機能していることを保証するための「内部統制

総合監査」、ふたつ目は、特定の経営課題に対して、解決方法

や改善策を提案する「経営業務監査」です。

　特に内部統制総合監査では、被監査部門がセルフチェック

シートを用いて自己評価することにより、監査指摘事項への

理解が深まり、一層有効な改善活動が実施できるような体制に

なっています。

　また、グローバルに内部統制総合監査を実施するため、日本

以外にも4エリア（米州、欧州、アジア・パシフィック、中華圏）

に監査室を設置し、専任の監査人を配置しています。

内部監査

健全性と効率性を確保する２種類の監査を実施

　オムロンでは、「取引先などから提供された情報や個人情報、

自社情報の適切な管理を行うことで、すべてのステークホル

ダーに対する責任を果たす」という基本方針に沿って、情報

セキュリティの向上に努めています。

　2007年度には、秘密情報と個人情報の統合管理体制を強化

するために「情報セキュリティ管理委員会」を発足。基本方針

を具体化した管理規定を定め、関連規定類の整備や従業員教育

などを進めてきました。2008年度は、引き続き日本国内で

e-ラーニングによるオムロングループ全従業員教育を実施す

るとともに、管理規定の見直しと強化を図りました。

　その結果日本国内では、情報セキュリティ管理委員会を中心

とする推進体制のもと、管理状況の自己チェックと見直しなど

のP・D・C・Aサイクルが定着してきています。今後は、日本

以外の地域におけるルールの整備と周知徹底、管理状況の

検証を進めていきます。

情報セキュリティ

P・D・C・Aサイクルによる管理が定着　オムロングループでは、階層別研修の中にコンプライアンス

教育を組み込んでいます。国内では、毎年10月と定めている

企業倫理月間に役員研修を実施。2008年はグループ各社の

役員など約180名が参加し、企業倫理の意識向上を図りました。

また、全従業員対象の職場研修では、「人権」の観点とあわせて

パワーハラスメント研修とディスカッションを行いました。

　海外では、米州エリアで、経営層に対してコンプライアンス

の要点について個別にトレーニングを実施。欧州エリアでは、

重要テーマである競争法などの教育を実施しました。

コンプライアンス教育・啓発

役員に対する研修も実施

内部通報制度

イントラネットの活用で通報窓口をさらに充実

コンプライアンス活動の推進

マネジメント層による活動をグローバルに推進

　日本と北米エリアでは、役員・従業員とその家族、派遣従業

員とその家族を対象に、内部通報窓口「企業倫理119番」を

社内および社外に設置しています。電話、電子メールのほか、

日本では2008年度からイントラネット上の電子掲示板から

直接通報できるようにしました。

　2008年度の日本での通報・相談件数は24件、北米エリア

での通報・相談件数は8件でした。日本では、「労働基準と多様性

を尊重した職場づくり」に関する相談がもっとも多く、10件で

した。今後も引き続き窓口の周知徹底と通報への対応体制強

化策を実施していきます。

アジア・パシフィックエリアでの
企業倫理推進会議

12
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運用改善設備改善 運用改善設備改善 運用改善設備改善 運用改善設備改善

環境データ見える化 改善策提案問題点抽出●エネルギー使用量　●発熱量
●温湿度　●クリーン度

ＣＯ２削減ソリューションの改善対象

オフィス工 場 物 流

設備動力 照明 空調 物流

利益を確保しながら事業活動からのＣＯ2排出量を削減することは低炭素社会の企業経営における重要課題。
こうしたお客様企業のニーズに応えるべく、オムロンではこれまで培ってきた技術・ノウハウを活用した
新事業「ＣＯ2削減ソリューション」を開始しました。

「ＣＯ２削減ソリューション」事業で
地球温暖化防止に取り組む企業を支援

低炭素社会の経営ニーズに応える 　
トータルなソリューション事業

ような対策をとればよいか分からないという企業も少なくあり

ませんでした。こうした低炭素社会の経営課題に応えるべく、

オムロンは2009年度から「ＣＯ２削減ソリューション」事業を

開始しました。以前からエネルギー使用の実態をリアルタイムで

把握できる「エネルギー監視システム」を提供していたオムロン

は、お客様企業や自社工場での活用を通じてさまざまな改善

ノウハウを蓄積してきました。このＣＯ２削減ソリューションは、

これまでのシステムによるＣＯ２の「見える化」だけでなく、導入

前の改善ポイントの抽出から改善策の提案、現場での改善

運用までの一貫したサービスを提供。さらに、それらの情報を

一元化・共有化することで経営トップと現場をつなぎ、企業の

環境経営をサポートする新しいソリューションビジネスです。

　また、この事業の専門部署として、新たに「環境事業推進

本部」を設置しました。今まで数多くの生産現場で培ってきた

さまざまなセンシング＆コントロール技術を活かし、新しい

環境ソリューションビジネスに取り組んでいます。

　急激に進行する地球温暖化を止めるため、今、企業に対して

工場・オフィスをはじめ店舗、物流現場などにもＣＯ２排出量

削減が強く求められています。2009年４月には省エネル

ギー法が改正され、これまでの事業所（建物）単位から事業者

（会社）単位での規制となり今まで対象外だった多くの企業に

対策が求められるようになるなど、社会からの要求はますます

強くなっています。

　今後、利益を生み出すためにどれだけＣＯ２を排出したかを

示す新たな指標──ＲＯＣ：Return on Carbon（炭素利益率）

が、ＲＯＥ（自己資本利益率）やＲＯＡ（総資産利益率）と並ぶ

経営指標になるとも言われており、ＣＯ２排出量削減は企業の

存続をかけた経営課題といっても過言ではありません。

　しかし、以前から環境対策は行われており、これ以上どの

特集 ❶ 事業を通じて社会に貢献する
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全社で
見える化

投資意志
決定

実行優先
順位決定

改善
取り組み

企業全体での
環境データ「見える化」と
改善サイクル

現状把握
改善ポイントの抽出

改善提案
オペレーションの修正

改善後データの分析・評価
運用マニュアルへの反映

Do

Check

Action
CO2削減のための
C・A・P・Dサイクル

Plan

運用マニュアルの実行

Check

Do Plan

Action

経営層

管理層

現　場

工 場 オフィス 物 流

Ｃ・Ａ・Ｐ・Ｄ（Ｃｈｅｃｋ・Ａｃｔｉｏｎ・Ｐｌａｎ・Ｄｏ）の
改善サイクルでＣＯ２排出量を削減

の状況に合わせた効果的な運用改善と設備改善を提案すること

ができるのです。そして、改善効果を検証し、効果が見られれば実

行に移します。その後、データ分析・評価を行い、運営マニュアルに

反映することで、実際の現場での運用へと落とし込んでいきます。

　ＣＯ２削減ソリューションでは、こうした改善ポイントの「見え

る化」から改善策の検証、そして現場での運用というＣ・Ａ・Ｐ・Ｄ

サイクルを回すことで、ＣＯ２排出量削減を図ります。さらに、

収集した環境データと生産データを紐付け、生産効率とエネ

ルギー使用のムダ・ムラを分析して改善することにより、生産

性向上とＣＯ２排出量削減の両立が可能になります。

　また、経営トップと現場の従業員が一体となって環境対策

に取り組むことも重要です。現場で収集したさまざまな環境

データを一元管理し、その情報を経営トップから現場の従業員

までが共有することで、経営トップによる投資の意思決定から

実行優先順位の決定、現場での改善活動まで全社が一体と

なって取り組むことができるようになります。

　オムロンのＣＯ２削減ソリューションの大きな特徴は従来の

Ｐ・Ｄ・Ｃ・Ａの改善サイクルではなく、課題解決のための「Ｃ・Ａ・

Ｐ・Ｄ」でサイクルを回すこと。まずは現状の把握と改善ポイント

の抽出（Ｃｈｅｃｋ）を起点として、ＣＯ２排出量がもっとも多いと

言われる工場やオフィスの設備動力・照明・空調、物流での

トラックの運行状況（走行距離・積載量）などにおいて、お客様の

現場のどこでどのような改善を行うことでどれくらいの効果が期

待できるのか、改善ポイントを割り出します。そして、データ計測

のための最適なポイントを絞り、それに基づき施設や設備に応じ

た計測用センサを設置。電気やガスなどのエネルギー使用量、

温度・湿度、クリーン度などその他さまざまな環境データを施設

や設備から収集していきます。このデータをもとにエネルギー使

用のムラ・ムダがどこにあるかを分析することで、お客様の現場

CO2削減ソリューションについてお問い合わせは　環境事業推進本部 ソリューション営業部　 東京： 0120-085-606　京都： 075-344-7162
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設備A 設備B 設備C 設備D

（kWh）
20

16

12

8

4

0
8月4日（月） 8月5日（火） 8月6日（水） 8月7日（木）

（kWh）

「エネルギー監視システム」で抽出された改善余地

一部の設備がタイマ操作で早朝起動になってい
るため、生産開始まで待機電力が発生。

休日、夏季にも電気温水器が稼動。

改善余地

改善余地

20

16

12

8

4

0
8月10日（日） 8月11日（月） 8月12日（火） 8月13日（水）

温水器A 温水器B 温水器C

改善

改善

設備の起動を手動操作に切り替え、生産開始前の
起動に変更。

休日、夏季には電源を切り、夏季は常温での使用
に運用を変更。

お客様導入事例

自社工場導入事例

コクヨグループ様の工場・オフィスで
CO2排出量125ｔ分の改善余地を抽出

運用改善のみで5.6％の削減を達成

合わせて約２６０カ所の計測ポイントの「見える化」を提案し、

センサを設置。オフィスビルの各フロア、工場の施設・設備ごとに

エネルギー使用量を計測・分析してみると、今まで見えなかった

ことが見えるようになりました。たとえば、オフィスでは、夜間の

待機電力が高く、しかもフロアごとに使用量にばらつきがある、

照明・空調が業務時間外にも稼動している、そして工場でも、

生産設備が早朝からタイマ起動されていることで生産開始

までムダな待機電力が発生していた、など、「見える化」によって

さまざまな改善余地が見つかりました。生産設備の待機電力

の見直しも大きな省エネルギー効果をもたらします。生産す

るときにだけ機械を動かし、必要なときに必要なだけのエネ

ルギーを使うという意識が高まりました。それらの改善余地

を合計すると、オフィス・工場の年間電力使用量で３３万

ｋＷｈ、CO2換算で１２５ｔ（3.8％）にもなりました。

　現在、コクヨ様では抽出した改善余地と「見える化」した

データを活用して、現場での具体的な改善活動を始められて

います。また、使用電力などの情報をイントラネットで従業員

全員に公開するなど、情報共有による従業員の環境へのモチ

ベーション向上にも取り組んでおられます。

　今後は、品川オフィスと芝山工場での改善活動とそのノウ

ハウを他部門や関係会社にも展開される予定です。

　2008年８月、オムロンの「エネルギー監視システム」が

コクヨ株式会社様の品川オフィス（東京都）とコクヨファニチャー

株式会社様の芝山工場（千葉県）に導入されました。

　コクヨ様では以前からさまざまな省エネルギー活動を続け

てこられましたが、「それぞれの活動の効果を検証できないか」

「改善できる箇所がまだあるのではないか」という悩みを抱え

ておられました。そこで、オムロンは品川オフィスと芝山工場

　2008年７月にグループ会社であるオムロン リレーアンド

デバイス株式会社（熊本県）にCO2削減ソリューションを導入。

エネルギー使用量を「見える化」してムダ･ムラを見つけ出し、

エネルギーロス軽減などの改善を行うプロジェクトを６カ月間

にわたって展開しました。

改善効果がすぐ見えるからモチベーションアップにも貢献
　コクヨでは、以前からCO2排出量を削減するために各
事業所で省エネルギー活動を進めていましたが、従来
は「改善効果がわかりにくい」という課題がありました。
たとえば電力使用量は月ごとに、しかも総量でしか確認
できなかったため、個々の改善策の効果は計算上でしか
言えず、各現場の実感にはつながらなかったのです。
　それが改善結果を現場ですぐに確認できるようになった
ため、省エネルギーに対する各部門のモチベーションが
高まりました。今後オムロンのサポートを受けつつ、各現
場でさらなる改善を推進していこうと思います。

お客様の声
エネルギー監視システムが
導入された品川オフィス

齊藤 申一 様

コクヨ株式会社
CSR部 環境グループ

特集 ❶ 事業を通じて社会に貢献する
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改善余地 改善 運用を見直し、休日は必要最低限の１台に
したことで電力使用量を大幅に削減。

コンプレッサA コンプレッサB コンプレッサC コンプレッサD コンプレッサA コンプレッサB コンプレッサC コンプレッサD

コンプレッサの運用改善による効果

0
0 6 12 18 0 6 12 18 24

24

48

72

96
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（kWh）

（時間）

6月22日（日） 6月23日（月）

（時間）
0

24

48

72

96

120

（kWh）

0 6 12 18 0 6 12 18 24

9月21日（日） 9月22日（月）

休日にもかかわらず、平日同様
４台のコンプレッサが稼動。

　導入当時、同社は改正省エネルギー法で第1種エネルギー管理

工場に指定されていました。また、国内グループで2番目にエネル

ギー使用量が多いこともあり、省エネルギー対策のさらなる強化

が急務でした。そこで約250カ所に計測用センサを設置。建屋・

設備・フロア単位で、いつ、どこで、どれだけのエネルギーが使わ

れているかを測定し、そのデータをリアルタイムに見えるようにし

ました。これらの計測データを、「時間外使用」「使用量のばらつき」

「生産量とのバランス」という3つの観点で分析することで、設備

稼働のムダやムラを発見し、改善ポイントの抽出を行いました。

　改善活動の推進にあたっては、現場スタッフを主体とする

全社的なプロジェクトチームを編成し、月に2回開催する

ミーティングで改善策を検討。実際に試行して効果があった

改善策はマニュアル化し、他の建屋・設備でも実行しました。

このＣ・Ａ・Ｐ・Ｄサイクルをまわすことで工場全体のエネルギー

使用量を徐々に減らしていった結果、運用改善だけで前年度

改善効果が出そうなポイントを的確に捉えることが重要

深浦 一憲

オムロン リレーアンド
デバイス株式会社
経営企画統轄部
経営管理部 総務グループ

　当社ではこれまで、省エネルギー設備の導入、CO2排
出係数の低い燃料への転換、建屋の断熱処理などCO2
排出量の削減にかなりの設備投資を行ってきましたので、
運用改善だけでCO2排出量を5.6％も削減できたことに
非常に驚いています。これだけの効果があったのは、改善
ポイントを的確に捉えられたからだと思います。データを
計測するポイントの選定や、収集したデータの分析がい
かに重要であるかということがわかりました。
　また、現場での改善活動の結果が即座にグラフで確認
できるので、従業員の改善への意識が変わり、現場で積極
的にアイデアを出し合い、試してくれるようになったことも
大きな収穫です。

自社工場担当者の声

コンプレッサを細かく調節することで、
無駄な電力の使用を防止

比5.6％のCO2を削減。さらに今後、データ分析結果をもと

に、短期に効果が出る投資に絞って設備改善も実施すること

で、合計で約11％のCO2を削減できる見込みです。

　また、「見える化」の効果は現場スタッフの意識にも現れ

てきています。今まで建屋の省エネルギー推進は総務部門の

仕事とされてきましたが、現場スタッフが電力使用量をリアル

タイムに確認できるため、現場スタッフの間で自ら率先して

改善に取り組む意識が一層強まりました。そして、今も現場

スタッフの改善への取り組みは続いています。

　現在、オムロンではグループ各社でCO2削減ソリューション

の展開を進めています。そして、ここで得られた改善ノウハウ

は、今後グループ内だけでなくお客様に対する「CO2削減

ソリューション」に活かされていきます。 工場で、オフィスで、

店舗で、物流で――オムロンはCO2削減に取り組む企業の

ＲＯＣ最大化に貢献していきます。



「安心・安全、健康、環境」分野でソーシャルニーズを創造します
CSR課題と基本方針 GDⅢ（２００８～２０１０年度）

の重点テーマと目標 2008年度の主な実績

ソーシャルニーズの創造
「人と機械のベストマッチン
グ」をコンセプトに「セン
シング＆コントロール技術」
を強みとして、「安心・安全、
健康、環境」をキーワードと
する社会課題を解決する製
品・サービスを提供する。

「安心・安全、健康、環境」
の４領域に重点を置きなが
ら、社会課題の解決に貢献
する製品・サービスの創造
に挑戦する。

経済（事業）的側面の目標と実績

安心・安全（社会のさまざまな領域における安心・安全に向けた製品・サービスの提供）

【安心・安全な生産現場の実現】
生産現場における安全を確保するセーフティ事業（各種セーフティ機器の提供）をグローバル
に推進。

世界100カ国以上で、電子血圧計、電子体温計、歩数計、動脈硬化検査装置など、人々の
生活習慣病の予防、治療、疾病管理に役立つ製品・サービスを提供。

【環境ソリューション事業】
地球温暖化の防止に貢献する「企業向けCO2削減ソリューションビジネス」の社内検証を
実施し、関係会社で電力消費量約11％（CO2換算で月90t）削減の見通しを得た。（詳細は
特集❶参照）

【環境コンポーネント事業】
●新エネルギー関連の「ソーラーパワーコンディショナ※1」事業の推進。
●環境センシング事業（製造現場のクリーンな環境づくりに貢献する「イオナイザ※2」、「パー
ティクルセンサ※3」などの提供）の推進。
●新世代電気自動車のバッテリーマネジメントシステムの開発。 （詳細はTOPICS 3）
※1 ソーラーパワーコンディショナ：太陽電池が発電した直流電力を家庭で使用できる交流電力に変換し、電力会

社の電力系統に接続できる装置。
※2 イオナイザ：生産工程などで発生した静電気を取り除く（除電)する装置。 
※3 パーティクルセンサ：浮遊するパーティクル（微粒子）を高精度にセンシングする装置。

【安心・安全な社会の実現】
駅、道路、産業、商業の４ドメインを対象に、街、社会の安心・安全に貢献する「ソーシャル
センサ・ソリューション事業」への取り組みを開始。コア製品として画像センサ４種をリリース。
また取り組みの一環として、安全運転支援システム（DSSS）の大規模社会実験（主催：社団
法人新交通管理システム協会）に参加。
（詳細はTOPICS 1参照）

【安心・安全な機器内蔵PCの実現】
コンピュータ技術を利用した産業用電子機器の信頼性・可用性・保守性を高める「RASセン
シング技術」の研究開発を推進、高い信頼性が要求される工業用製品群などへ搭載。
（詳細はTOPICS 2参照）

健康（生活習慣病予防・治療に役立つ製品で人々の健康に貢献）

環境（低炭素化社会に向けた製品・サービスの提供）
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評価 2009年度の方針と目標

TOPICS 3

　エネルギーの多様化（脱石油・省資源）や地球温暖化防止、環境汚染
防止に向けて、自動車メーカー様はさまざまな取り組みを進めています。
オムロンは、自動車メーカー様の開発する電気自動車に、バッテリーパック
の漏電状態を検出するセンサと、バッテリーに異常が検出されたさいに
大電流を緊急遮断するDCパワーリレーなどを提供しています。
　オムロンの製品が使われているのは、高性能リチウムイオン電池と
小型で軽量なモーターを搭載した新世代電気自動車。今日まで実用化に
向けた実証走行試験を重ねています。リチ
ウムイオン電池は電気自動車の中核技術で
あり、今後の電動車両用の電池として本命視
されています。オムロンは、この新世代電気
自動車の心臓部とも言えるバッテリーを常に
監視し、安全な走行をサポートしています。

新世代電気自動車の安全を支える

【安全な生産現場の実現】
引き続き生産現場における安全を確保するセーフティ
事業をグローバルに推進。
※ 進捗を客観的に計測するための指標については2009
年度中に確立を目指す。

家庭から医療現場まで、生活習慣病の予防、治療、疾病
管理に役立つ製品・サービスをグローバルに提供する。
2009年度は、新興国と成長国でのニーズに応え、販売
拡大を目指す。
※進捗を客観的に計測するための指標については2009
年度中に確立を目指す。

【環境ソリューション事業】
地球温暖化の防止に貢献する「企業向けCO2削減ソ
リューションビジネス」の推進。
●顧客企業各サイトにおける平均CO2削減率：約10％
●さらなる削減のためのメソッドの開発と社内検証の実施。

【環境コンポーネント事業】
●新エネルギー関連のソーラーパワーコンディショナ
事業の推進。
●環境センシング事業の推進。
●新世代電気自動車のバッテリーマネジメントシステム
への搭載。

※進捗を客観的に計測するための指標については2009
年度中に確立を目指す。

【安心・安全な車社会の実現】
DSSSでは、自動車メーカー様と連携しながら実証実
験を進め、その効果を検証。

【安心・安全な機器内蔵PCの実現】
「RASセンシング技術」の共通化・標準化・オプション化
を推進し、適用製品を拡大。 
※進捗を客観的に計測するための指標については2009
年度中に確立を目指す。

TOPICS 1
安全運転支援システムの大規模社会実験に参加

TOPICS 2
コンピュータのトラブルに独自のソリューションを提供
　コンピュータ（以下PC）は今やあらゆる産業に欠かせない存在ですが、
信頼性の高い産業用PCでもさまざまな問題を抱えています。近年、
産業用PCの標準化が進み、市販品の利用が増加した一方で、構造の
複雑化・多層化、プロセス・部品の微細化などによりブラックボックス化が
進み、リスクの把握や解析が十分にできない、安定した品質が確保でき
ないというケースが増えてきました。
　制御機器や産業部品、社会システム機器の製
造を行ってきたオムロンでは、こうした課題を解
決するため従来の状態監視から、自動復旧や障
害予見までを行う組込用PCモジュールを用いた
RAS（信頼性=Reliability・可用性=Availability・
保守性=Serviceability）ソリューションサービス
を提供。「壊れないPC」「停まらないPC」の実
現を目指しています。

　2009年2月、東京臨海副都心で開催された㈳新交通システム管理協
会主催の安全運転支援システム（以下DSSS）大規模社会実験に参加し
ました。DSSSは、無線通信技術を用いて各種の道路交通用センサが
感知するさまざまな情報を車載器に送り、必要に応じてドライバーに注意
を喚起することで、交通事故を未然に防ぐことを目的としています。
　道路交通用センサはこれまで主に四輪車を対象としていましたが、実際
には二輪車や歩行者が関係する事故が多発しています。そこでオムロン
では東京大学生産技術研究所との共同開発技術「時空間ＭＲＦ」を応用し
た二輪車・歩行者画像センサを開発。「歩行
者横断見落とし防止支援システム」「左折時衝
突防止支援システム」などを実現し、今回の
実験で実用化検証を行いました。今後も安心・
安全なクルマ社会を実現するシステムの具現
化に貢献していきます。

漏電センサ

実験で走行する車両

組込用PCモジュール

「評価」は各領域の取り組みの進捗度を、GDⅢ〔長期経営構想「グランドデザイン2010」の第3ステージ（2008～2010年度）〕の目標達成度、グローバルでの進捗度、外部から
頂いた評価、他企業との比較などを総合的に勘案して自己評価しました。　　：想定以上に進捗している　　　：進捗している　　　：今後一層の努力をしていく
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オムロンでは、新しい環境管理会計手法である「マテリアルフローコスト会計＝ＭＦＣＡ※」を導入。
従来の原価計算では見えなかったロスを発見して問題点を改善するとともに、
画期的な成形技術を開発することで省資源・省エネルギーを実現しました。

製造工程でのロスを発見・削減する
新たな取り組み

※ ＭＦＣＡ：Ｍａｔｅｒｉａｌ Ｆｌｏｗ Ｃｏｓｔ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ
　 ドイツの経営・環境研究所（IMU）で開発された環境管理会計の手法。2000年に経済産業省の環境管理会計手法を研究するプロジェクトにおいて日本で初めて紹介された。

※ 歩留：製造過程において原材料などの投入量に対して製品として実際に活用される分量。

会計の観点から
製造工程のロスを「見える化」

工程を改善することによって、省資源・省エネルギーが実現

できるのです。

　ＭＦＣＡはドイツでその原型が開発され、日本では経済産業省

のミレニアムプロジェクトの一環として、2000年から企業へ

の導入が始まりました。オムロンでは2006年度からグループ

の環境保全活動の中核を担う「ものづくり革新本部」の主導で

全社への導入を開始。まず、グループ内からモデル工場を募り

ました。おりしもグループ全体で生産量が年々増加しており、

これにともない廃棄物の発生量も増加傾向にあったのです。

　生産工程での廃棄物の多くは、部品を加工する工場から

発生していました。そこで、スイッチやセンサなど電子部品の

加工工程を自社内に持つオムロン倉吉株式会社（鳥取県）を

モデル工場と位置付け、MFCAを導入することにしました。

　オムロンは2006年度から「ＭＦＣＡ」を導入しました。ＭＦＣＡ

は環境管理会計手法のひとつで、これまでの原価計算とは製造

工程で発生するロスの算出方法が異なります。従来は不良品の

製造コストだけをロスとして捉えていました。しかし、ＭＦＣＡで

は不良品以外の製造コストに含まれる、端材や不必要な待機

電力などのコストもロスとして捉えます。原材料やエネルギー

などのフロー・ストックを追跡し、物量ベースと金額ベースで

こうしたロスが発生する箇所を明らかにするのです。

　このようにして「見える化」したロスをＭＦＣＡでは「負の製品」

と呼びます。この負の製品をできるだけ少なくするように製造

特集 ❷ 生産活動での環境負荷低減

伝統的な原価計算 MFCAによる原価計算

歩留※管理で
把握できる
ロスコスト

不良品コスト

製造原価
材料ロスコスト

補材ロスコスト

エネルギーロスコスト

不良品コスト

廃棄コスト

エネルギーコスト

材料コスト

正の製品

負の製品

従来の原価計算では
見えなかった
ロスコスト

システムロスコスト

システムコスト

ＭＦＣＡで「見える化」できるコスト

見える化できた
負の製品コスト
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　その結果、驚くべき事実が判明しました。製造ラインに投入

した原材料のうち最終的に製品として残る重量は約２８％。

実に70％以上を捨てていたのです。

　これまでの原価計算では、不良品だけをロスと捉え、この

不良品を減らすための改善を続けてきました。しかし、すでに

不良品の発生率は１～２％まで抑えられていたため、改善余地

はかなり少ないと考えられていました。ところが、原材料の

流れを細かく調べたことで、不良品以外に廃棄されてしまう

原材料が、新たなロスとして発見されたのです。ここにこそ

大きな改善の可能性があると、技術者たちは勇み立ちました。

　そして、現場でのさまざまな生産改善により、オムロン倉吉

全体で前年比11％（年間６２ｔ）の廃棄物削減を達成でき

たのです。

　本社のものづくり革新本部とオムロン倉吉の部品製造

グループがＭＦＣＡプロジェクトチームを結成し、2006年

５月、もっとも生産量の多いマイクロスイッチの製造ラインから

活動を開始しました。

　まずはライン全体の中で、原材料が加工され、状態が変化

していくポイントを抽出。それぞれのポイントでどんな原材料

がどれだけ投入され、そのうちどれだけが廃棄され、どれだ

けが次の加工工程に送られていったかを、原材料の重量を

計量して調べました。これによって、どのポイントでどれだけ

のロスが発生しているのか、正確に把握できたのです。

不良品以外にもあったロス―
そこに新たな改善の余地を発見

ＭＦＣＡによるオムロン倉吉全体の改善成果

スイッチの製造工程

導入前

導入後

2006年度
購入重量

2007年度
購入重量

357t（38%）
正の製品

357t（41%）
正の製品

576t（62%）
負の製品

（金属材料：494t、成形樹脂：82t）

514t（59%）
負の製品

（金属材料：443t、成形樹脂：71t）

オムロン倉吉全体の
廃棄物重量

11%（62t）削減

1.金属原料
原材料の銅板をプレス機器に設置

4. 成形
加工した銅板と樹脂材料で
スイッチ部品を成形2.プレス

銅板を打ち抜いて
部品の材料を加工

3. 洗浄
成形前に加工した
金属部品を洗浄



特集 ❷ 生産活動での環境負荷低減

谷口 孝弘

「見える化」した原材料のロスを削減して
省資源化に成功

ＭＦＣＡで見えてきたロスの
大きさに現場が奮起
オムロン倉吉株式会社
生産統括部　部品製造グループ

タイプにすることで、端材を削減することができました。さら

に巻き取った銅板を交換する回数も７５分に１回から10時間

に1回と８分の1に減らすことができ、作業ロスも大幅に削減

できました。

　次に成形工程では、樹脂部材のランナーに目をつけました。

ランナーとはプラモデルでいえば部品と部品をつないでいる

枠の部分。必要なところだけ切り取られ、他は捨てられる部分

です。そこで、このランナー部分をできるだけ小さくした金型を

設計することにより体積を１７％

削減。これにより金型のコストは

増えたものの、樹脂の使用量が

減ったことで、総コストでの削減

につながりました。

　さらに、調達部材や設備の改善の他に作業方法の改善にも

取り組みました。従来は作業者ごとに発生させる廃棄物の

量が大きく異なっていましたが、細かく作業手順を定めて

標準化したことで、誰が担当してもバラツキなく最小の廃棄

で済むようになりました。

　ＭＦＣＡで「見える化」したオムロン倉吉の「負の製品」の

重量は、2006年度で576ｔにのぼりました。これを削減する

ため、プロジェクトチームが最初に手をつけたのは、プレス加工

工程で発生する銅板のスクラップの山です。この工程では、

幅２ｃｍのテープ状の銅板を打ち抜いて加工していました

が、部品になるのはその半分以下です。打ち抜かれた後の銅

板はすべてスクラップになっていたため、まずはこれを減らす

ための設計を徹底的に考えました。１列で打ち抜いていたも

のを２列にし、打ち抜く間隔も極限まで縮め、また材料のつ

なぎ目で生じるロスを最小化しました。こうして銅スクラップ

を３２％削減できました。

　また、別の工程ではテープ状の銅板を次の工程に渡すさい

に細長いリールに巻き取っていました。巻き取った銅板の両端

は次の工程では端材として廃棄されます。そこで銅板８本分を

つなぎ合わせて長くし、これを巻き取るリールを大きなドラム

　以前からスクラップになる原材料が多いことには気付いては
いましたが、それを重量と金額で工程ごとに細かく把握すると
いう発想はＭＦＣＡを導入するまではありませんでした。70％
ものロスがあったという事実を発表してからは、「こんなに改善
のネタがあるんだ！」と、従業員は俄然やる気を出しました。一旦
ロスが見えれば、そこから先の改善の動きは早かったです。
　原材料だけでなく、使用電力の「見える化」でもＭＦＣＡが
果たす役割は大きいので、今後も資源利用の効率化とＣＯ２
排出削減に、ＭＦＣAの発想をどんどん活かしていきたいです。

現場生産担当者の声

樹脂部材のランナー部分

銅板の改良でスクラップを削減 部材巻取機の改良で交換回数を削減

従来 改良後

廃棄物
重量 32%削減

改良後従来

＝

一列リール式 長尺ドラム式
75分ごとに交換

1/8に削減交換
回数

使用部分の隙間をできるだけ減らすこと
で、スクラップの量を削減。

ドラム式巻取機で材料
交換の時間を大幅に短縮。　

10時間ごとに交換
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従来の常識を破る「１秒成形」で
原材料とエネルギーを大幅に削減

エネルギー使用量の削減にも挑戦
ー取り組みは日本・海外の他拠点にも拡大

　オムロン倉吉の取り組みは廃棄物削減だけに留まりません。

2008年度にはさらにＭＦＣＡの手法を活用したエネルギー削

減にも取り組みました。廃棄物の重量を測ったときと同様に、

各加工工程で使用電力と生産状況の推移を細かく測定して

「見える化」。これにより、装置の待機時や停止時のムダな電力

使用を発見しました。現在、これらのムダを運用改善と設備

改善の両方で削減しています。また、成形工程では作業時間

と使用電力を測定し、ロスタイムを細かく切り詰めることで

成形時間を３割以上短縮。その分のエネルギー使用量を削減

することができ、成形ラインそのものも３ラインから2ライン

に減らすなどの効果を挙げています。

　オムロン倉吉では、ＭＦＣＡの導入によって従来見えなかった

ロスが数値として見えるようになり、改善ポイントを絞ることが

できるようになりました。そして、新たな改善の余地が見えた

ことによって現場の士気が高まり、一層積極的に改善に取り

組むようになりました。これまでも幾度となく生産現場を改善

してきたオムロン倉吉ですが、ＭＦＣＡの導入によって大きな

成果を挙げることができたのです。

　オムロン倉吉で得た省資源・省エネルギーのノウハウは

すでにオムロンの他拠点にも広がりつつあります。今後は

ＭＦＣＡを活用し、グループ全体の省資源・省エネルギー化を

加速させていきます。

原田 聖明

ＭＦＣＡの導入成果を
日本・海外の工場へ展開
ものづくり革新本部　
品質・環境センタ

　オムロンではこれまで数々の廃棄物削減の取り組みを進めて
きました。今回、オムロン倉吉で成功したＭＦＣＡの手法は他の
生産拠点に順次展開しており、現在では日本４拠点と海外1拠点
で導入し、それぞれ独自の改善により成果を挙げています。
　品質・環境センタは、このＭＦＣＡによるロスの「見える化」と
それによる改善のノウハウを日本・海外の生産拠点へと横展開
させることを重要なミッションとしています。また、ＭＦＣＡの
導入成果を製造工程の異なる他の製品にいかに応用していく
かも大きな課題です。今後もＭＦＣＡを活用したグループ全体
での省資源・省エネルギーに取り組んでいきます。

本社環境担当者の声

　本社の生産技術部門であるエンジニアリングセンタでも、

部品を製造する成形工程でのロスを削減する技術の開発に

取り組んでいました。それは、これまでの常識を打ち破る

「1秒成形」実用化への挑戦でした。

　樹脂部材は、金型に加熱され液状になった樹脂を流し込ん

でつくります。これを冷却して固めるのに、どんなに早くても

５秒はかかるというのが業界の常識でした。しかし、樹脂を流し

込むランナーを設けず、部品となる部分に直接樹脂を送り

込むことにすれば、冷却時間を短縮できると考えたのです。

　エンジニアリングセンタは成形機メーカーと実験機の改良

を重ね、ついに量産工場でも使える汎用型の標準機で成形時

間「1秒」を実現。これによって必要な原材料とエネルギーを

大幅に削減しました。コストに換算すると１個あたり70％以上

の削減効果です。

　この「1秒成形」の技術は、現在日本でふたつの生産拠点に

すでに導入されており、2010年以降は海外への展開も予定

しています。

1秒成形で重要な
ホットランナー用の金型。
これにより成形時間を
大幅に短縮
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エコ・マインド

エコ・マネジメント

エコ・プロダクツ

エコ・ファクトリー／
オフィス／
ラボラトリー

エコ・
コミュニケーション

エコ・
ロジスティクス

テーマ 2008年度の目標 2008年度の実績

６つの領域で継続的な活動に取り組みました

環境的側面の目標と実績

環境教育 ●環境教育プログラムの運用継続 ●環境教育プログラムを運用継続

環境啓発 ●環境月間講演会の実施継続
●環境提案と標語の募集継続

●環境月間講演会の開催（6月）
●環境提案 1,409件の応募
●環境標語 9,029件の応募

環境会計 ●環境会計の展開
●ＭＦＣＡの導入

●日本4拠点に展開
●日本2拠点、海外1拠点でＭＦＣＡ導入

汚染管理／
リスクマネジメント

●法規制違反、事故、クレームの0件継続
●草津、岡山事業所の浄化対策

●0件継続
●草津事業所：井戸水のモニタリング
　岡山事業所：浄化対策を継続

環境ＩＳＯ取得 ●環境ＩＳＯ認証維持と拡大 ●海外1拠点で新規に認証取得

エコ商品の開発／提供 ●新商品のエコラベル商品化率：10％ ●新商品のエコラベル商品化率：１７％

規制化学物質の全廃 ●規制化学物質の全廃継続
●ＲＥＡＣＨ対応の体制構築

●全廃継続
●ＲＥＡＣＨ対応体制の構築

グリ－ン調達 ●グリーン仕入先からの調達継続 ●グリーン仕入先からの調達継続

製品リサイクル／
リユ－ス ●新たな製品リサイクル／リユース着手 ●CAT（信用照会端末）のリユース着手

●自動改札機、券売機のリサイクル継続

ＣＯ２削減

〔日本〕
　●生産：2003年度比で生産高原単位5％削減
　●非生産：2003年度比で排出量2.5％削減
〔海外〕
　●生産：2002年度比で生産高原単位6％削減

〔日本〕
　●2003年度比80％増加
　●2003年度比20％増加
〔海外〕
　●2002年度比18％増加

廃棄物削減／リサイクル

［日本］
　●生産：1998年度比で生産高原単位19％削減
［海外］
　●生産：ゼロエミッション推進
　　 ：2002年度比で生産高原単位12％削減

［日本］
　●1998年度比16％削減
［海外］
　●3拠点でゼロエミッション達成
　●2002年度比48％増加

ＰＣＢ廃棄物の
無害化処理 ●処理施設スケジュールに沿って無害化処理 ●処理計画に該当事業所なし

ＰＲＴＲ法対象物質の
削減 ●2005年度生産高原単位を維持 ●排出量：2005年度比22％削減

●移動量：2005年度比173％増加

省資源（水・OA紙） ●2005年度総量を維持 ●OA紙：2005年度比22％削減
●水：2005年度比16％削減

水質汚濁防止 ●2005年度総量を維持 ●ＢＯＤ：2005年度比30％削減
●ＣＯＤ：2005年度比13％削減

大気汚染防止 ●2005年度生産高原単位を維持 ●ＮＯx：2005年度比75％削減
●ＳＯx：2005年度比78％削減

物流領域でのＣＯ２削減 ●排出量削減目標の設定
●目標未設定
　日本：5,524トン（改良トンキロ法で計算）
　海外：32,803トン（改良トンキロ法で計算）

物流領域での省資源 ●輸送資材の削減 ●コンテナリターナブルシステム導入完了
●フィルムからグリーンバンドへの切り替え完了

報告書、サイトレポ－トの
発行

●報告書の発行継続
●報告対象範囲の拡大

●「企業の公器性報告書」発行（6月）
●日本4拠点、海外4拠点を新たに情報開示

環境広告、展示会
●ウェブサイトでの情報発信継続
●環境展示会への出展継続
●メディアでの情報発信継続

●ＣＳＲウェブサイトの更新（8月）
●びわこ環境ビジネスメッセへの出展（11月）、
　エコプロダクツ展への出展（12月）
●日経エコロジーでの広告掲載（2009年2、3月）

環境社会貢献活動 ●社会貢献活動の実施継続 ●日本11拠点で森林保全活動展開
●小学校での環境出前授業（3校、180名）
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評価 2009年度の目標 2010年度の目標

評価　　　：目標達成　　　：目標を一部達成　　　：目標未達成

●環境教育プログラムの運用継続●環境教育プログラムの運用継続

●環境啓発施策の充実●社内メディアを活用した啓発活動の実施

●展開継続●展開継続
●海外1拠点にＭＦＣＡ導入

●0件継続
●岡山事業所：井戸水のモニタリングへ移行

●0件継続
●草津事業所：浄化完了
　岡山事業所：浄化範囲の縮小

●環境ＩＳＯ認証維持と拡大●環境ＩＳＯ認証維持と拡大

●エコラベル商品化率目標の達成●新商品のエコラベル商品化率：10％

●全廃継続
●REACH対応のＩＴ化完了

●全廃継続
●ＲＥＡＣＨ対応のＩＴシステム立上げ

●グリーン仕入先からの調達継続●グリーン仕入先からの調達継続

●製品リサイクル／リユース継続●製品リサイクル／リユース継続

〔日本〕
　●総量を1990年度比8.6％削減
〔海外〕
　●2002年度比8％削減

〔日本〕
　●総量目標へと見直し（2008年度比2％削減）
〔海外〕
　●2002年度比7％削減

［日本］
　●1998年度比22％削減　
　●全拠点でゼロエミッション達成
〔海外〕
　●全生産拠点でゼロエミッション推進
　●2002年度比16％削減

［日本］
　●1998年度比21％削減
［海外］
　●全生産拠点でゼロエミッション推進
　●2002年度比14％削減

●無害化処理継続●2拠点で処理実施

●生産高原単位を維持●生産高原単位を維持

●総量を維持●総量を維持

●総量を維持●総量を維持

●生産高原単位を維持 ●生産高原単位を維持

●削減目標の達成●削減目標の設定

●運用継続●代理店へのリターナブルシステム展開
●外箱標準化によるオリコン積み付け検討

●報告書の発行継続
●報告対象範囲の拡大

●報告書の発行継続
●報告対象範囲の拡大

●環境フォーラムの開催●ウェブサイトでの環境情報発信の継続
●メディアでの環境情報発信の継続

●社会貢献活動の実施継続●社会貢献活動の実施継続
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調　達

生　産

物　流

製品使用

25

金属材

成形材

その他

15,831t

6,439t

335t

排出

移動

25

環境マスバランス

投入量と排出量をグローバルに把握しています

対象：日本64拠点、海外18拠点

※１ 各事業の主要製品の2008年度出荷台数から試算。
※2 事業活動にともなって発生する産業廃棄物、事業系一般廃棄物、および有価物。
※3 購入電力のＣＯ２排出係数は電気事業連合会発表の最新の全電源平均受電端係数（０.４５３kg／ｋWh）を使用、その他燃料は改正温対法に定められた係数を使用。
※4 ５ガス（ＣＨ４、Ｎ２Ｏ、ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６）は改正温対法に定められた地球温暖化係数を使用してＣＯ２に換算。
※5 日本のトラック、営業車で使用するガソリン、軽油が対象。
※6 2008年度主要製品の販売台数×時間あたりの消費電力量×年間の平均使用時間から試算。

原材料

化学物質

ＮＯx

ＳＯx

ばいじん

39t

11t

1 t

大気汚染

排水

ＢＯＤ

ＣＯＤ

窒素・りん

水質汚濁

ガソリン・軽油

エネルギー※5

22,623t
加工部品・その他

14,941t
廃棄物※2

171,825t
ＣＯ２※3

27,216t
温室効果ガス※4

49,467t
製品※1

73t
製品

2,387kl

202t
原材料

479t
容器包装材

1,312t
梱包材

リサイクル

リサイクル

247万MWh
エネルギー※6

112万 t
ＣＯ２

電気

都市ガス

ＬＰＧ・ＬＮＧ

油

33万MWh

550万m3

1,468kl

3,513kl

エネルギー

188t
化学物質

220万m3

水

284t
OA紙

5,892t 
ＣＯ２

CO2

CO2

CO2

6t

28t

193万m3

27t

70t

20t

24t
化学物質

20万m3

水

OUT

OUT

OUT

IN

IN

IN

IN

9,604t
容器包装材

3,642t
梱包材
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「最適化社会」の実現に向けた生物多様性の保全と利活用

柳田  敏雄 教授

ゆらぎを制御する
新たな技術への期待
大阪大学ゆらぎプロジェクト
生命領域 リーダー

　人間の脳はたった1ワットで50兆ものコネクションを持つ
超複雑システムを動かしています。それを可能にしている根本
には、ノイズと思われてきた「ゆらぎ」を利用する生物特有の
仕組みがあると考えられます。
　「ゆらぎプロジェクト」では、ゆらぎの仕組みを解明し、従来の
技術の延長線上では難しかった動的複雑システムの制御など
の問題解決を目指しています。
　ゆらぎの仕組みが応用できれば、故障や環境変化に強い、
複雑な人工システムの実現、エネルギーやコストの桁違いの
低減が可能になるでしょう。プロジェクトに参画しているオムロン
には、実用化に向けての社会的なニーズの把握や技術面での
サポートを期待しています。

ゆらぎプロジェクト主催
東京シンポジウムにオムロンも参加

中間  真一

生物から学んできた
オートメーション技術
ヒューマンルネッサンス研究所
（オムロングループ）

　オムロンの企業活動の基盤には、科学・技術・社会の相互の
関係から未来を展望した独自のシナリオが今も生きています。
オムロンは1933年の創業から、動物の行動からヒントを
得たフィードバック制御理論であるサイバネティクスに注目。
その後も「システム」としての生物のメカニズムから多くを学び
つつ、オートメーション技術の開発を手がけてきました。
　そして今、昆虫や植物も含めた生物の構造や感知力、自律
的な仕組みから学ぶ科学、「バイオネティクス」を掲げ、次代を
見据えた新たな技術の開発にも関心の目を向けています。
　生物多様性の保全は、地球のエコシステムの保全であると
同時に、われわれが生物から多くを学び続けるためにも欠か
せないものなのです。

生物多様性

　2002年に開催された「生物多様性条約第6回締約国会

議」で、現在の生物多様性の損失速度を2010年までに顕著

に低下させる「2010年目標」が採択され、各締約国では目標

達成に向けた活動が活発化するなど「生物多様性」への関心は

世界中で高まっています。オムロンはかねてから生物多様性

に配慮するだけでなく、電子制御技術と生体制御技術の融合

から生まれる新しい科学技術に着目し、生態系資源を活用した

技術開発を模索してきました。現在、オムロンが強みとしている

「センシング＆コントロール」分野において、産学交流の中で

「生物から学び、生物を活用する」という試みを進めています。

　オムロンは、生物多様性を活用した技術・製品・サービス

の開発に取り組むことは、社会的な要請に応えるだけでなく、

持続可能な事業活動を考えるうえでも、地球のエコシステム

である生態系の保全を考えるうえでも、意義のあることでは

ないかと考えています。そこでオムロンは、経済（事業）・環境・

社会への取り組みの中で、「生物多様性」をどのように位置付

け、取り組んでいくべきかを、2009年度を通して検討して

いきます。

オムロンが考える生物多様性

“ゆらぎ”プロジェクトに参画
　自然界に存在する予測のできない空間的、時間的な変化

や動き「ゆらぎ」は、生体のあらゆる活動に欠かせない役割を

果たしています。オムロンは、このゆらぎの利用に焦点をあて、

基礎科学から産業化・実用化技術に至る真のイノベーション

創出を目指す世界で初めての産学協働の試み「ゆらぎプロ

ジェクト」に参画しています。

　2008年9月には、第4回となるシンポジウムが開催され

ました。「企業が期待している真の未来開拓に向けて」と題さ

れたパネルディスカッションには、オムロンもパネラーとして

参加し、「大学と企業との連携のあり方」「ゆらぎが起こす技術

の変革」などについて議論を交わしました。

　今後、このゆらぎの技術から

生まれる機器・システムの今まで

にない高度化・省エネルギー化

が現在の環境問題を解決し、

世の中の変革につながっていく

ことを期待しています。



「マイバッグ」を携帯（3ポイント）
森林保護活動に参加（１０ポイント）

エコ活動
例）

ボランティア活動
例）
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貯まったポイントに応じて、
会社から各種慈善団体などへ寄付

従業員一人ひとりが日常生活の中で
「エコ活動」「ボランティア活動」を実践

企業市民としての社会貢献を 　
従業員一人ひとりの生活場面にまで広げる  

環境保全に役立つエコ活動」や「地域でのボランティア活動」

に対して会社がポイントを与え、年度ごとに貯まったポイント

に応じて会社が寄付活動などを行うというもの。東京事業所

では、これまで福祉施設への車椅子の寄付やＮＰＯを通じた

植樹用苗木の寄付を行ってきました。

　エコボランは、この取り組みをオムロンの全世界の拠点へ

と拡大したものです。その目的は、従業員一人ひとりの個人

的な活動をオムロングループとしての社会貢献活動につな

げるとともに、全世界のグループ従業員の社会貢献に対する

モチベーションを高めていくことにあります。各従業員が会社

での環境保全活動やボランティア活動だけでなく、私生活で

もそうした活動を通じてオムロンの企業理念である「企業の

公器性」を実践していくことを目指しました。

　1991年に企業市民憲章を制定して以来、オムロンは創業

記念日である５月１０日を「オムロンデー」と定め、全世界の

事業拠点で従業員有志によるボランティア活動に取り組ん

できました。そして、2008年度には創業７５周年記念事業

の一環として、全世界のオムロングループ35,000名の従

業員たちのエコ活動・ボランティア活動に応じて会社が寄付

する社会貢献イベント「エコボラン（Eco-Volun）」を実施し

ました。

　エコボランの発想の原点は、オムロン東京事業所が、従業

員の環境保全活動・社会貢献活動を奨励するために2006年

に始めた取り組みでした。これは従業員が取り組んだ「地球

「企業は社会の公器である」──この基本理念のもと、オムロンは世界の各地域が抱える課題に目を向け、
さまざまな社会貢献活動を展開してきました。そして、創業７５周年を迎えた2008年には、
全世界の従業員が主体的にエコ活動・ボランティア活動に取り組むグローバル統一イベント「エコボラン」を実施しました。   

「企業は社会の公器」という理念に基づいて
社会貢献活動をグローバルに展開

例）日本・韓国エリアでは森林保全活動を推進する
NGO「オイスカ」に寄付

活動内容に応じて
ポイントに換算

オムロンデーに参加（30ポイント）
老人や障がい者の
介護支援（20ポイント）

マレーシアでの
災害支援バザー

岡山事業所の従業員
による児島湖の清掃

「エコボラン」の仕組み

特集 ❸ グローバルな社会貢献活動



28

単位で全員のポイントを集計します。そして最高1,000万円

と定めた寄付金が、各エリアで選定したボランティア団体や

環境保護団体などに、到達ポイントに応じて寄付されます。

　イベントの実施に先だって世界各エリアで従業員の積極的

な参加を促すために、世界各地でイベントの説明会を開催し

ました。さらに、２４カ国語で「イベントガイドブック」や「ポス

ター」、登録システムの「操作マニュアル」を作成して各拠点

に配布するなど、次々とＰＲツールを作成し、イベントの周知を

徹底しました。

　イベント開始直後は参加率がなかなか増えませんでした。

しかし、その後のイベント実行委員会や各拠点での従業員への

積極的な呼び掛けの結果、時間とともに参加数も増えていき、

最終的に30,280名の従業員がこのイベントに参加。拠点、

職場、個人がそれぞれのエコボラン活動を行いました。

　「エコボラン」は、2008年５月１０日の「オムロンデー」を皮切

りに同年９月３０日までの約5カ月間にわたって実施されました。

　イベントをグローバルに展開するにあたって、全世界の事業

所を「日本・韓国」「米州」「欧州」「アジア・パシフィック」「中華圏」

の５エリアに区分し、各エリアの従業員が日常的に取り組める

「エコ活動」と「ボランティア活動」のメニューリストをエリアご

とに作成。さらに、「牛乳パックをリサイクルした：３ポイント」

「献血に参加した：２０ポイント」といったように、それぞれの活

動に相当する「ポイント数」を定めました。

　従業員は、自分が取り組んだ活動に応じたポイントをイン

ターネットを使った登録システムに入力し、最終的にエリア

従業員のエコ活動・ボランティア活動に応じて 　
各エリアで寄付を実施

エコボランの実施エリアと総ポイント数

エコ活動・ボランティア活動を「当たり前のこと」としてできるように

オムロンビジネス
アソシエイツ株式会社
拠点業務サービス

　今回のエコボランでは、日本においては会社・労組が一体になって
活動を推進したことで、オムロンの「本気」を従業員全員が感じたの
では、と思います。われわれ広報担当も、笑顔で活動している従業員
たちの写真紹介やサイトでの「ハンドルネーム別獲得ポイント順位」の
掲示などで“血の通った広報”を心がけました。
　職場へはマイボトルを、買い物にはマイバッグを、外食ではマイ箸を
使う。そうした行動を、従来のような「ちょっとかっこ悪い・照れくさい」
ことではなく、「ちょっとかっこ良い・当たり前の」こととして実行できる
従業員が、これからどんどん増殖していく、そんな予感があります。

活動推進者の声

小林  明德

ポイント実績：

90万4,952ポイント
寄付額：800万円（7.7MUSD）
寄付先：赤十字社

ポイント実績：

55万5,745ポイント
寄付額：500万円（4.8MUSD）
寄付先：プラン・インターナショナル

ポイント実績：

902万7,614ポイント
寄付額：1,000万円（9.6MUSD）
寄付先：上海九段沙湿地自然保護基金会

ポイント実績：

654万1,259ポイント
寄付額：1,000万円（9.6MUSD）
寄付先：オイスカ

ポイント実績：

163万6,464ポイント
寄付額：900万円（8.6MUSD）
寄付先：赤十字社

世界各エリアで従業員の積極的な
参加を促すための「イベントガイドブック」と
「ポスター」

各国で独自に
エコボラン活動
メニューを設定2008年9月末USDレート換算

欧州エリア 米州エリア中華圏エリア

日本・韓国エリア

アジア・
パシフィックエリア
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Steve Green

貧困にあえぐマラウイで
乳児死亡率を減らす活動に寄付
OMRON Electronics （Pty） Ltd. 
Safety Manager 

活動推進者の声

　南アフリカにあるOMRON Electronics （Pty） Ltd.では、
これまでにもさまざまな社会貢献活動を実施してきました。
今回のエコボラン活動では、当社単独ではなく欧州エリアの
従業員の活動により達成したポイントを合わせ、赤十字社が
アフリカのマラウイ共和国で行っている「健康教育のプロ
ジェクト」に寄付しました。
　人口が密集し貧困にあえぐマラウイ共和国では、エイズやマラ
リア、呼吸器の病気、栄養失調などが増えています。赤十字社はマ
ラウイ政府と協力し、妊娠中の女性に乳児の死亡率を減らすため
の教育を行っており、われわれはこの活動を支援していきます。

米州エリアで

欧州エリアで

日本・韓国エリアで

各エリア・各事業所で多彩な活動を実践 　
キャンペーンでバックアップ  

の独自のキャンペーンを展開してイベントを盛り上げてい

きました。さらに各地の従業員による緑化活動、家庭菜園、

リサイクル活動、地域ボランティアなど個人の積極的な活動

につながっていきました。

　こうした活動の結果、「日本・韓国エリア」での参加者数約

14,000名が期間中に達成した登録ポイント数は総計654万

ポイントにのぼりました。そして2008年12月には、集まった

ポイントに基づいて全世界で森林保全活動を推進するＮＧＯ

「オイスカ」に1,000万円を寄付しました。

　「米州エリア」では、エリア全体で地域の公園の美化活動を

行ったほか、カナダでは古本・古着を回収リサイクルし慈善団体

に寄付するなど、約1,200名の従業員がイベントに参加しまし

た。そして、貧しい国々の子供たちを支援するＮＧＯ「プラン・イン

ターナショナル」に500万円を寄付しました。

　事業拠点が欧州各国に点在する「欧州エリア」では、それぞれ

の国において慈善団体施設でのボランティア活動に取り組む

など、約1,400名の従業員がイベントに参加しました。そして、

　世界各地の拠点で、多数の従業員が「エコボラン」に参加し

ました。総参加者は、グループ全従業員の約８６％にあたる

約3万名、集まったポイント数は総計1,867万ポイント、寄付

総額は4,200万円となりました。

　「日本・韓国エリア」では、イベント初日のオムロンデーに、各

地の事業所・関係会社でオフィスや工場周辺の清掃活動をはじ

め、手話セミナー、盲導犬セミナー、献血などさまざまな活動が

行われました。その後も清掃活動や植樹、リサイクル活動など、

イベント期間を通して多彩な「エコ活動」や「ボラン活動」が展開

され、事業所や従業員の自主的な活動へと広がっていきました。

　また、国内全事業所の統一の取り組みとして、マイバッグ・

マイボトル・マイ箸の使用を奨励する「ＭＹ３キャンペーン」を

実施。その他にも事業所や部署ごとに、古切手の回収箱を

設置したり、ペットボトルのキャップ分別箱を設置するなど

「ＭＹ３キャンペーン」の実施、古切手やペットボトルのキャップの回収など、独自
の活動を全拠点で展開しました。

自然センターで、外来種植物の除去や在来種植物の移植などの自然保護活動
を実施。サマーキャンプに参加する子供のためのクラフト作成など、地域との
交流も図りました。

オランダでの森林保全活動や、ドイツでの障がい者支援施設でのボランティア
活動など、各国でさまざまな活動を展開しました。

日本

アメリカ

オランダ

ドイツ

特集 ❸ グローバルな社会貢献活動
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四川大地震の被災者支援のために
　2008年に中国で起こった四川大地震は、死者12,000名に
のぼる甚大な被害をもたらしました。オムロンではこの地震被害の
復興のため、同年５月に義援金3,000万円を現地で緊急医療
活動に取り組んでいる中国紅十字会へ
寄付。オムロン ヘルスケア㈱からも
血圧計、体温計などの機器類２５万元
相当を中国政府衛生部に寄付しました。
　また、中華圏の各拠点では社内での
支援金募集の呼び掛けに対して、従業
員から合計６５万元の寄付金が集まり
ました。６月には米国のオムロン基金か
らも５万ドルを義援金として拠出する
など、オムロングループ内で被災者支援
の輪が広がりました。 

テキサス州ハリケーン被災者のために
　アメリカでは1989年に社会貢献を目
的としてオムロン基金を設立しています。
アメリカの関係会社が売上の0.1％を基
金に拠出、災害復興支援、高齢者支援や障
がい者支援、学校への教育支援など、幅広
い社会貢献活動を行っています。
　2008年度は、テキサス州ヒューストン
とその周辺地域を襲い、同地に多大な被害
をもたらしたハリケーン「アイク」の被害
復興基金へ５万ドルを寄付しました。

アジア・パシフィックエリアで

中華圏エリアで

運動をさらに継続・発展　
エコボランの輪を世界に広げる

エリア全体でイベントの達成感を共有したいという思いから、

特定の国で活動する団体ではなく、国際的に活動している

赤十字社に800万円を寄付しました。この寄付金は赤十字社に

よるマラウイ共和国での健康教育などに役立てられています。

　「アジア・パシフィックエリア」においても地道なボランティア

活動がなされました。このエリアは日本・韓国エリアや中華圏

エリアに比べ従業員数が少ないのですが、従業員の80％以上が

参加したことで163万6464ポイントが集まり、900万円を寄

付することができました。寄付先は欧州エリアと同様の考えか

ら、国際的に広い地域で活動する赤十字社が選ばれました。

　そして、グループの中でも従業員数がもっとも多い「中華圏

エリア」では、マイバッグキャンペーンなどを実施。従業員がマイ

バッグを作成して路上で無償配布するといった独自の工夫が

なされました。また、活動リスト以外の分野でも積極的な社会

貢献が展開され、達成されたポイントは当初目標の115％

にも及び、環境保全活動に取り組んでいるＮＧＯ「上海九段沙

湿地自然保護基金会」に1,000万円を寄付しました。

　「エコボラン」イベントの終了後、世界各地のオムロング

ループ従業員からは「参加してよかった」「環境保全活動・

社会貢献活動が身近なものになった」「こうした活動をもっと

続けていきたい」といった声が数多くあがっています。

オムロンとしても 今回のイベントを一過性の取り組みとして

終わらせることなく、今後も全世界の従業員の主体的な活動

をベースとした環境保全活動・社会貢献活動へとつなげて

いく方針です。

　そのため、2009年度以降もグローバル各エリアの状況に

応じた運用方法でこのエコボラン活動を継続することを

決定。今後も従業員一人ひとりが、事業所や職場単位の活動

にとどまらず、それぞれの家族や地域を含めた生活場面でも

活動に主体的に取り組み、「エコボランの輪」を世界に広げて

いきます。

インドネシアでは、学校に修繕資材、図書館に本を寄贈し、子供たちとの交流も
深めました。また、インドでは障がい者支援施設を訪問しました。

間伐や植林などの森林保全活動や、従業員がマイバッグを作成して路上で無償
配布するなど、各拠点でさまざまなエコ活動を行いました。

その他の社会貢献活動事例

インド

大連

深圳

インドネシア



①日本において国籍、性別、障がいの有無などにかかわりなく多様な人材が活躍する機会を増大させることができた。

「重点取り組み課題」を中心に数値目標を設定しました
CSR課題と基本方針 GDⅢ（２００８～２０１０年度）

の重点テーマと目標 2008年度の主な実績

職場における人権意識
の啓発に努め、一人ひと
りの個性や能力を尊重す
る職場風土づくりを進め
ることにより、差別のな
い明るい社会の実現に
貢献する。

●全世界の拠点で人権啓発教育
を定期的に実施する。

●人権に関する社内の問題状況を
把握し、改善につなげるための
仕組みを構築する。

人権研修の受講率
〔日本〕オムロングループ全体：89％（オムロン㈱：88％、関係会社：89％）
〔米州〕OMRON MANAGEMENT CENTER OF AMERICA, INC.：90%

OMRON Scientific Technologies, Inc.：50％

②グループ共通のグローバル人権教育教材については、日本語・英語教材案を概成した。

③グローバルな人権課題への取り組みについて研究するため、国際人権団体との交流を行った（日本国内２団体）。

④欧州において、紛争発生時の人権侵害について当該国などに対する販売自粛を検討し情報収集にあたったが、中立的か
つ客観的な情報が十分収集できなかったので、自粛の実行には及ばなかった。

社会的側面の目標と実績

人権の尊重

●制度、風土の両面から女性の
活用促進と活躍の場の拡大に
努める。

●日本においてノーマライゼー
ションを推進し、障がい者雇用
率の一層の向上を図る。

●女性総合職採用数：オムロン㈱　38名（22％） － 2008年度目標20％を達成　 
●外国人総合職採用数：オムロン㈱　11名（6.4％） － 2008年度目標10名を達成 
●女性管理職数：19名（1.2％） － オムロン㈱　7名（0.8％）、関係会社　12名（1.7％） 
●育児休暇制度利用者数：オムロン㈱　女性　53名／男性　0名 
●育児短時間制度利用者数：オムロン㈱　女性　28名／男性　0名

国籍や性別、また障がい
の有無などにかかわるこ
となく、多様な人材に能
力、実績に応じた活躍機
会を提供する。

多様性の尊重

障がいなど制約の
ある人の自律支援
企業市民としての自覚
を持ち、制約ある人々の
ＱＯＬ※向上への支援を
軸に、積極的にコミュニ
ティ発展への貢献に取り
組む。
※QOL（Quality of Life）：ある
人がどれだけ人間らしい
望み通りの生活を送るこ
とができたかを計るため
の尺度として働く概念。

●｢制約ある人々のQOL向上」に
合致する支援活動、プログラム
を充実させる。

●身体障がい者の在宅就労に向
けた「障害者就労エージェント
ネットワーク」の活動を引き続
き推進する。

①全世界の従業員のエコボラン活動を通じ、ボランティア団体・環境保護団体への寄付を行った。（詳細は特集❸参照）

②全世界の拠点の情報を収集し、制約のある人々への支援の実態把握を行った。※寄付は主なもののみ抜粋

②特に日本における女性の活躍の機会増大に関し、女性活躍推進プロジェクト「シャイン☆いきいき推進プロジェクト」を発
足させた。具体的課題の抽出と打ち手の方向性を確認することができた。（詳細はTOPICS 1参照）

障がい者雇用率
〔日本〕特例子会社を含むオムロン㈱での障がい者雇用率：2.8％
〔中国〕生産6拠点中3拠点が法定障がい者雇用率を達成した。

④日本以外における多様性の課題についての把握に着手した。

①従来は日本国内・米州一部のみの取り組みを、欧州・中華圏に拡大することができた。
〔日本〕●全従業員に対して、パワーハラスメント研修を実施した。

●2007年度の内部監査の結果をふまえ、2008年度上期に構内業務委託・派遣従業員のマネジメントに関してコン
プライアンス上の指導徹底を図った。
●オムロン武雄㈱・オムロン リレーアンドデバイス㈱においてEICC※に準拠したCSRモニタリングを実施し、人権な
どのＣＳＲ調達上の現場把握を行った。あわせて両社の主要取引先についても同様の確認を行った。

〔欧州〕●OMRON Automotive Electronics Italy S.R.L.においてEICCに準拠したCSRモニタリングを実施し、人権
などCSR調達上の現場把握を行った。

〔中国〕●欧姆龍（上海）有限公司において適切な労働環境が維持されているかに関する評価が実施され、上海浦東政府より
CSR認定企業としての認定を受けた。

　　　●欧姆龍（大連）有限公司・欧姆龍電子部件（深圳）有限公司におけるCSRモニタリングの実施と人権教育を予定した
が、2009年度に延期した。

　　　●2007年度に実施した主要調達先に対するアンケート結果の現地における確認を計画したが2009年度に延期した。
〔アジア・パシフィック（AP）〕
　　　●P.T. OMRON Manufacturing of IndonesiaにおけるＣＳＲモニタリングの実施と人権教育を予定したが

2009年度に延期した。
※ EICC（Electronic Industry Citizenship Coalition）：電子・電気業界でサプライチェーンのCSRマネジメントを効率的・効果的に進めるため
の組織で、行動規範の制定と管理に必要なツールなどを企業やNGOが共同で開発している。

③ 特に身体障がい者の雇用に関しては、ノーマライゼーションへの推進などを通して一層の機会の提供を行うことができた。

障がい者団体への寄付・協賛
〔日本〕県立和歌山盲学校に、「スマイルスキャン」一式寄贈。目の不自由な方の笑顔訓練に貢献した。

（詳細はTOPICS 2参照）
〔欧州〕デンマーク障がい者スポーツ委員会に対し、579USDを寄付した。
〔中国〕大連市障がい者連合会に車椅子50台と血圧計10個を寄付するとともに、大連国際マラソン・車椅子マラソンへ協

賛（連続12年協賛）。広州市の障がい者職業訓練関係施設に対し6,369USDを寄付した。
〔米州〕知的・発達障がいの方の自立支援を行っているLittle City Foundationに対し、62,500USDを寄付した。
被災者への寄付（米州・中華圏に関しては特集❸参照）
〔日本〕●中国四川省地震被災に、中国紅十字社を通じて289,659USD、血圧計300台、体温計200本、血糖計100台を

寄付した。
　　　●ミャンマー・サイクロン被災に対し、㈳日本国際民間協力会を通じて2,897USDを寄付した。
〔AP〕●オーストラリアの山火事に対し、赤十字社を通じて1,619USDを寄付した。
　　　●ミャンマー・サイクロン被災者のためにチャリティウォークを実施し、赤十字社を通じて1,397USDを寄付した。
　　　●インドネシアの洪水被災に対し、1,062USDを寄付した。
貧困飢餓救済団体への寄付
〔米州〕●不況にともなう失業者など、困窮家庭への食料支援を実施しているミシガン州のGleaners Food Bankに対し、

25,000USDを寄付した。
〔AP〕●カンボジアの貧しい家庭を支援するためのチャリティウォークを実施し、947USDを寄付した。
識字率向上のための教育支援
〔欧州〕●エクアドルの貧困地域における学校建設のため、6,188USDを寄付した。
〔米州〕●イリノイ州の貧困地域の小学校へ学用品・防寒具を寄付した。
〔AP〕●インドネシアの貧困地域の小学生328名への奨学金の授与と教師20名への財政支援を実施。また、同地域の小

学校への給食支援と保健衛生指導（２校）、小中学校（２校）へのコンピュータの寄贈などを行った。
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評価 2009年度の方針と目標

人権研修の受講率
〔日本〕90％以上
〔韓国〕管理職85％以上
〔米州〕USA・カナダ　管理職85％以上
　　　その他地域　関係会社社長100％
〔欧州〕中欧・北欧・南欧　管理職85％以上
　　　その他地域　関係会社社長100％
〔中華圏〕中国本土　管理職85％以上、香港・台湾　85％以上
〔AP〕シンガポール・タイ・オセアニア　管理職85％以上
　　　インドネシア・マレーシア・ベトナム・インド　関係会社社長100％

② ISO26000コミッティドラフトを研究、CSR推進に必要な方針・規
定・教材の洗い出しを行う。グループ共通のグローバル人権教育教
材については、日本語・韓国語・英語版を完成し、中国語・ポルトガ
ル語版の概成を目指す。

③ ISO26000コミッティドラフトに規定されている企業として取り
組むべき人権課題および対応について、国際人権団体などとの交
流を通じて研究する。

④国際人権団体との交流を通じてグローバルレベルでの人権侵害の状
況について中立かつ客観的情報が得られるような態勢を構築する。

「評価」は各領域の取り組みの進捗度を、GDⅢ〔長期経営構想「グランドデザイン2010」の第3ステージ（2008～2010年度）〕の目標達成度、グローバルでの進捗度、外部から
頂いた評価、他企業との比較などを総合的に勘案して自己評価しました。　　：想定以上に進捗している　　　：進捗している　　　：今後一層の努力をしていく

●女性総合職採用数：オムロン㈱　16名以上（20%）
●外国人総合職採用数：オムロン㈱　5名（6.3％）

① 各エリアに応じた運用方法でエコボラン活動を継続する。

②今後とも各エリアごと、エリアの特性に応じた制約ある人々として
の対象を明確にし、そのＱＯＬ向上への支援の方策を検討する。

※支援策については、その活動の性格上数値目標を設定することは
なじまないと判断し、今後ともグローバル実績のみを報告する。

②日本における女性活躍推進プロジェクト「シャイン☆いきいき推進
プロジェクト」が提言した具体的施策の立案・実行を目指す。

障がい者雇用率
〔日本〕特例子会社を含むオムロン㈱での障がい者雇用率：2.9％
〔中国〕主要生産４拠点での法定障がい者雇用率を達成・維持を目指す。

④欧州における多様性の課題を整理し、具体的な対策を検討する。
中華圏、米州、アジア・パシフィックについては引き続き多様性の
課題の把握に努める。

TOPICS 1
女性の活躍機会の拡大を目指して
「シャイン☆いきいき推進プロジェクト」を発足

TOPICS 2
和歌山盲学校にスマイルスキャン一式を寄贈

　性別や国籍などの区別なく、従業員一人ひとりが輝き、高い意欲を
持って能力を発揮することが、会社と個人の双方の成長につながります。
特に、女性の働きがい向上は重要なテーマであり、2008年10月には
オムロン㈱で「シャイン☆いきいき推進プロジェクト」を発足させて女性
の活躍機会の拡大に向けた検討を進めました。
　プロジェクトメンバーは、本社および各カンパニーから選ばれた女性
9名で構成。2008年度はSTEP1として、社内アンケートなどによる
実態把握をもとに「女性の活躍を妨げている要因」についてさまざまな
角度から分析し、課題解決の方向性を探りました。
　社内アンケートは、オムロン㈱の国内社員5,400名を対象として
2008年12月に実施し、「職場風土」「キャリア形成支援」「社員の意
識」「制度と運用」などの７つのカテゴリに分けて社員の意見や職場の
状況を確認しました。このアンケート結果から抽出された課題を
「女性」「会社」「職場・マネジメント」という３つの主体の観点から整理し、
施策の方向性を検討しました。検討過程で特に重視したのは、会社の
スタンス、各種制度、職場風土といった「環境」と、いきいきとした働き方
の実現に向けて努力する女性自身の「意識や能力」、双方を高いレベル
でバランスさせること
が、オムロンにおいて
の真の女性活躍を実現
するための鍵であると
いう考えです。
　2009年度からは、
具体的なアクションプ
ランの立案・実行に取
り組んでいく予定です。

　鍼灸師を目指して盲学校で学ぶ生徒にとって、笑顔をはじめとした
「表情づくり」はこれまで大きな課題のひとつになっていました。鍼灸師
も接客業のひとつであり、お客様とのコミュニケーションにおける“笑顔”
が大切ですが、生まれつき全盲の生徒は自分の笑顔を知りません。そこ
でオムロンは2009年2月、笑顔づくりなどの感情教育に役立てて
もらおうと「スマイルスキャン」を和歌山盲学校に寄贈しました。
　スマイルスキャンは、笑顔の客観的・定量的な評価を可能にする機器
です。10年以上にわたる研究で蓄積した100万人以上の顔データを
もとに、オムロンが独自開発した顔センシング技術「OKAO Vision
（おかおビジョン）」を活用し、カメラに映った顔画像の特徴から「笑顔度」
を計測、0～100％の数値データとしてモニタに表示します。
　和歌山盲学校では、
スマイルスキャンを生
徒たちへの感情教育に
役立てるだけでなく、
職員の日頃の“笑顔
チェック”にも活用し
て、明るい教育現場づ
くりに役立てていただ
く予定です。

プロジェクト会議の様子

笑顔で画面に向かう生徒たち

①国連グローバルコンパクトの10原則を実効に移すためにエリア
別方針および実行計画を立案し、実行する。
●日本、韓国、米州、欧州における国別に抱える人権課題の棚卸しと
テーマ選定、教育カリキュラムを立案し、実施する。
●中国政府が進める人権擁護に関する条例（国務院新聞弁公室発布
－国家人権行動計画2009-2010など）の情報を収集し、早期に
各拠点への周知徹底を図る。
●中国におけるCSR認定企業として、欧姆龍自動化（中国）有限公
司、欧姆龍電子部件貿易（上海）有限公司、上海欧姆龍控制電器有
限公司の３社が認定されることを目指す。
●APエリアの各拠点における人権擁護に関する実態の把握を外部
団体と協力しながら進める。
●各極の主要生産関係会社に対してＣＳＲモニタリングを実施し、人
権などＣＳＲ調達上の現場把握を行うとともに人権教育を実施する。
　〔中国〕欧姆龍（大連）有限公司、欧姆龍電子部件（深圳）有限公司、
　　　　主要調達先
　〔AP〕P.T. OMRON Manufacturing of Indonesia

① 引き続き日本において国籍や性別や障がいの有無にかかわりなく
多様な人材が活躍する機会の拡大を目指す。

※日本における多様性向上の進捗を測る指標として、女性総合職採
用数（率）と外国人総合職採用数（率）を採用しP・D・C・Aをまわ
している。女性管理職数（率）と育児休暇制度・育児短時間制度利
用者数は実績のみを報告する。

③引き続き日本・中国で身体障がい者に雇用機会を提供していく。
さらに、身体以外の障がい者雇用も検討する。

オムロン㈱は次世代育成支援対策推進法に
基づき、育児支援に関して一定の基準を満た
した企業として認定されています。
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世界同時不況下における持続的発展とは？
全世界レベルでの大転換期に企業に求められる変革とは何か

ＣＳＲの方向性とあるべき姿を再確認し、今後の取り組みに活

かしていくため、社外有識者の方々と「世界同時不況下におけ

る持続的発展とは？」をテーマにダイアログを実施しました。

3つの議題についてのご意見をまとめてご紹介するとともに、

木内氏による基調講演、オムロンからの発言も記載しています。

オムロン㈱参加者
　立　石　文　雄　取締役副会長　
　樋　口　英　雄　執行役員常務
　山　本　卓　二　執行役員常務　
　雨　宮　一　信　執行役員常務　　
　飛　田　甲次郎　執行役員常務　
　勅使川原　正樹　執行役員
　宮　本　　　武　グループ戦略室　ＣＳＲ推進部長

　「ＣＳＲは法令遵守と企業倫理さえやっておけばいい」という

時代はもはや過ぎ去っており、企業がリーダーシップを発揮し、

積極的に社会的課題の解決にあたることが、現代のＣＳＲであ

ると考えます。今、企業は社会の要請に受け身的に応えるので

はなく、さまざまなリソースを駆使して社会的課題の解決に力

を尽くすことを期待されています。この期待に応え、ビジネス

を通して社会的課題を解決していける企業こそが、持続的な

競争力を持つでしょう。

　重要なのは、数ある社会的課題、要請の中から、自分たちの

ミッションを定め、実行していく力です。まずはアドバルンを

「法令遵守と企業倫理」を超えたCSRとは？

ミッションを定め、リソースを駆使し
社会的課題の解決を（秋山氏）

有識者との対話

木内氏の基調講演（概要）

「等身大の世界」の新たなる創造に向けて
　利己主義的な価値基準から「経済の発展」を最優先した過去
の反省に立ち、「社会の発展」「コミュニティの発展」を重視した
持続的発展に関心が集まっています。私はそのキーワードとし
て、「等身大」という言葉を挙げたいと思います。等身大と
は「サイズ・オブ・ライフ」、つまり生活や暮らしの大きさです。
自然の力、人々の力、地域の力が調和し、人々が生命の輝きを
取り戻す「等身大の世界」を創ることが、今求められていると感
じています。
　今日のテーマである「世界同時不況下における持続的発展」
について考え、議論の中から結論を生むことは非常に有意義
であると思います。このような場を多く設け、一人ひとりが考
え、互いの意見交換を通じてさまざまな“気づき”を得ること
が、今後ますます重要になってくるでしょう。

参加有識者（下記写真左から）

秋山 をね 氏　　  
株式会社インテグレックス 代表取締役社長

足立 直樹 氏 
株式会社レスポンスアビリティ 代表取締役

石倉 洋子 氏
一橋大学大学院　国際企業戦略研究科教授

木内 孝 氏
株式会社イースクエア 代表取締役会長

ファシリテーター

ピーター D.ピーダーセン 氏
株式会社イースクエア 代表取締役社長

1
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　ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）は通常「企業

の社会的責任」と訳されます。「責任」というと、「やらねばなら

ないこと」のイメージがありますが、Responsibilityという言

葉はresponse（反応、対応）と、ability（能力）が合わさった

もの、つまりＣＳＲとは、さまざまな状況に企業はどう対応し、何

ができるのか、その能力を問うものだと考えています。

　たとえば行政による福祉サービスは、一定限度を超えれば

コスト面での制約を受けざるをえません。しかし、企業には、

ビジネスの仕組みをつくり出すことによって、支援を必要とする

人々のための財源を確保することも、仕事を提供して自立を

支援することも可能です。そうした取り組みこそ、企業にしか

できない、本当の意味でのＣＳＲではないでしょうか。

　ＣＳＲとは、事業活動で得た利益を社会に還元するといった

付加的な活動ではありません。ビジネスのリソースそのものを

使って社会に貢献していくことなのです。

　さまざまな業務に従事する従業員たちが「ＣＳＲを果たす」と

いう共通のミッション、理念を持つことは、彼らの心をひとつに

するだけでなく、各部門の「部分最適」を超えた、企業全体の

「会社最適」を実現する鍵でもあります。

　さらに一歩進め、これを「社会最適」につなげていくことが

重要ですが、企業の理念が、地球の存続や社会の持続的発展

といった“地球ミッション”に適うものであれば、会社最適が

自ずと社会最適になるはずです。その意味で、自社の理念が

本当に地球ミッションにつながっているかを、まず見直してみる

ことが重要です。

持続的発展のための変革のポイントは？ 　
～どういう分野を選択し、何に集中すべきか？

CSRは会社最適、ひいては社会最適を
実現する鍵（秋山氏）

　この先数百年使える持続可能な資源は、生物資源以外にあ

りえません。遅くとも100年後には、経済は確実に、石油・石炭

のような「鉱物ベース」から「生物ベース」に変わっているはず

です。この生物資源を支えるのが、太陽エネルギーです。

　私たち人間は莫大な量のエネルギーを使っていますが、地球

上の植物が使用している太陽エネルギーは、その10倍にのぼ

ります。さらにその1,000倍ものエネルギーが、太陽から地球

に降り注いでいます。この無尽蔵ともいえるエネルギーをどう

活用できるかが、これからの事業変革の大きなポイントになる

でしょう。

太陽エネルギーの活用が
事業変革の大きなポイント（足立氏）

　現代の世界では、業界・国境・組織といった境界が希薄化し、

高度経済国と開発途上国、供給者と消費者の力関係もフラット

になっています。こうした状況下では、グローバルな動きと同

時に、ローカルでの独自性を追求することも重要です。

　たとえば、単にある国に製品や技術を売り込むだけではな

く、それらを使いこなすための教育支援まで行う。そうするこ

とで自社の事業推進と同時に、その国の国力向上にもつなが

ります。そのように長期的な視野に立った取り組みが大切です。

インフラ整備など、長期的視野に立った
取り組みが重要（石倉氏）

打ち上げ、自分たちを否が応でも課題解決にコミットさせるこ

と、そして取り組みの進捗状況を絶えず報告することです。そ

うすることで活動の意義も明確になり、ステークホルダーへの

説得力も生まれます。その意味で、社内外へのコミットメント

（約束）の継続的な発信は、CSRにとって非常に重要だと思います。

さまざまな状況に対し「何ができるのか」が
企業に問われている（足立氏）

　私は、基本的にＣＳＲは「企業戦略」のひとつであるべきだと

考えています。そこではパッシブではなくアクティブなＣＳＲ、

さらに一般的なものではなく企業独自のユニークなＣＳＲであ

ることが重要です。

　こうしたＣＳＲは企業のバリューチェーン、すなわち自社独自

の付加価値を創造し、顧客に届けていくプロセスに組み込まれ

ることが鍵となります。ＣＳＲを、価値を生み出すファクターの

ひとつにするわけです。また、価値創造のプロセスを自社内に

限定するのではなく、外部と協働・連携した形でバリューチェーン

を構築し、なおかつ協働した誰もが価値を獲得できる「win‐win」

が大切です。自社の強みや資産を用いたオムロンらしい、オムロン

にしか実現できない社会的課題の解決策、御社の言う「ソーシャル

ニーズの創造」を目指してほしいと思います。

オムロンでなければ実現できない
ユニークなCSRを（石倉氏）

2



35

　このような時代には「あるものを積み上げていく」という考え

方から脱却し、「近い将来にこうありたい」という姿を描き、そ

の実現に何が必要かを考える、いわゆる「バックキャスティン

グ」が重要になります。その礎となるのが「企業理念」です。こ

れからの企業には、環境やエネルギーといった地球規模での

ミッションを果たしていくという、確固たる理念と経営者のコ

ミットメントが求められます。それはリスクであると同時に

チャンスでもあります。

　同じことでも見方によってリスクとなり、機会となります。こ

れからの時代は「あれか／これか」という二律背反の構図では

なく、双方を内包しつつバランスをとることが重要です。「マス

or個別」、「競争or協働」、「オープンorクローズ」といった対立

ではなく、orをandに変えていくことで、新しい展開が生まれ

てきます。

　社会的課題の解決についても「営利or非営利」ではなく、そ

れらを両立させることが重要です。その意味で、今後は企業が

社会的課題の解決に向けた「主役」になっていくと思います。価

値の源泉となる資産、特に技術資産を持っているのは企業しか

なく、さらに企業には、グローバルな、厳しい競争環境で切磋

琢磨をしてきたという貴重な体験があります。オムロンもまた、

そうした資産と体験を活かして、社会的課題の解決の牽引者と

なってくれることを期待しています。

で以上に重要になります。なかでも、人材、資源、地政学的に

も近しい関係にあるアジアは、今後ますます重要な位置を占め

るようになるでしょう。

企業は社会的課題を解決する
主役になりえる存在（石倉氏）

まず目標を定め、その実現に何が必要かを
考えたい（秋山氏）

　環境が変化している以上、その中にいる私たちや会社の

ルールも変わらざるをえません。その対応の遅れこそ、最大の

リスクです。新たな世界で共有できるルールとは何か。それを

必死に考え、模索していくことが非常に重要だと思います。企

業活動により近付けて言えば、グローバルに考える視点が今ま

最大のリスクは、環境の変化への対応が
遅れること（足立氏）

有識者との対話

以上を受けて、オムロン㈱から下記のような発言がありました

● オムロンでは、20年ほど前から「社会の公器としてその責任

を果たすことが企業の存在価値である」として、企業活動の

根源にＣＳＲを置いています。社会に対して何ができるかと、

今後も常に自問しながらやっていきたいと考えています。
● ソーシャルニーズに応えるべく、幅広い事業展開を進めて

きましたが、逆に散漫になってしまうと感じる部分もありま

す。どういう基準で集約するのがよいのか、今一度「自分た

ちは何者か」という原点に戻り、明確な基準を打ち出したい

と思います。
● 今までは「規模」と「質」を追いかけてきましたが、今後は企業

の「持続性」、ひいては「社会の持続性」への貢献が大事にな

ると思います。企業を評価する尺度もPL（損益計算書）な

どの収益指標から「いかに社会の持続性につながる投資を

しているか」といったものにシフトしてくるでしょう。私たち

もそのシフトに対応していく必要があると考えています。

● 企業の社会的責任として一番大事なのは雇用を創出するこ

とだと思います。これについては、是非継続していきたいと

考えています。また、世の中には雇用に関する先進的な取り

組みが存在します。こうした事例を積極的に学びながら、

内部へ展開していきたいと考えています。
● 私は環境ビジネスに取り組んでいますが、バブルのような

一時的な流行とならないよう、慎重に事業を進めることの

大切さを痛感しています。その意味で、「等身大に戻る」と

いうお話は、非常に示唆に富んだものでした。
● 「オムロンの独自性を持ってＣＳＲに臨む」という時、ＣＳＲを

事業カンパニーのそれぞれがとっている事業戦略、製品戦

略、技術戦略の共通している軸に含めて進めることが肝要

ではないかと思います。

全世界レベルでの大転換期における、
リスクと機会とは？3
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第三者コメント

オムロンの「企業の公器性報告書2009」に対する意見

スティーブ・ロックリン

アカウンタビリティ社　シニアパートナー
グローバルリーダーシップネットワーク　
エグゼクティブディレクター

　また、報告書においては環境・社会面での各課題に対する
オムロンの取り組み姿勢を表す、より明確なステートメントが
必要です。気候変動を重要な課題として掲げる企業の多くは、
報告書の中で具体的なカーボン削減目標を明示するとともに、
気候変動政策についての提言を述べ、政策決定への参画を
表明しています。オムロンも「国連グローバル・コンパクト10
原則」への支持を表明しているわけですから、自社のパフォー
マンス（あるいは影響度）をグローバル・コンパクトの枠組みで
捉えることも一考に値するでしょう。

パートナーシップ
　オムロンは、特にコンプライアンスや環境側面において、取引
先のパフォーマンスを管理する強固な仕組みを確立しています。
さらに、環境問題や、社会的課題の解決に向けてパートナーシップ
も構築しています（例えば、「ゆらぎプロジェクト」への参画）。
オムロンが市民社会団体やその他の社外ステークホルダーとの
連携を続けていく中で、こうした連携が社会やオムロンの事業
に一層の成果をもたらしてくれることを期待します。
　また、報告書においてはオムロンのパートナーにまつわるエ
ピソード紹介も一案でしょう。パートナーとの関係が事業や重要
な課題の解決にもたらすプラスの影響を強調できるはずです。

最後に
　持続可能な社会の実現に向けて、オムロンが2008年度の
１年間に取り組んだことのいくつかは、特筆すべき成功を収めま
した。今後も、持続可能性を追求する過程で直面する課題や、
その課題を克服するためにとった方策を発信し続けることが望ま
れます。こうした公正な情報開示は、ステークホルダーと強固な
信頼関係を築くうえで大きな助けとなるはずです。
　オムロンの持続可能性パフォーマンス向上に向けた取り組み
に敬意を払うとともに、新年度のさらなる飛躍を期待します。

　オムロンの持続可能性パフォーマンスに対する評価を以下に
まとめました。私たちは、過去数年にわたってGLN（Global 
Leadership Network）参加企業のひとつであるオムロンの
CSR活動を分析してきました。今回の評価は、その分析に基づ
くものです。加えて、報告書の構成、記載内容、重点取り組み
課題などについての助言も行いました。

戦略的デザイン
　オムロンは、重要性の高い環境問題や社会的課題を特定する
アプローチを進化させ、さらにその手法に磨きをかけました。こ
の点は特に評価に値すると思います。オムロンのCSR推進部
は社外のステークホルダーとの対話を通して、現在私たちが
直面する本質的な課題について議論し、これらの課題を解決す
るにあたってCSR活動が果たす役割を模索してきました。今後
は、こうしたステークホルダー・エンゲージメント戦略をさら
に進化させるとともに、ステークホルダーとのかかわりを通して
各課題への効果的な対処策を探り、事業価値を向上させていく
ことが望まれます。
　また、報告書においては重要性の高い環境・社会面の課題ご
とに記載すれば、読者はそれぞれの情報の重要性をより判断し
やすくなるでしょう。このことがオムロンに対する適切な評価へ
の手立てであると考えるべきでしょう。

コミットメント
　「最適化社会」の実現に向けたオムロンのコミットメントは、
社会におけるオムロンの役割を定義する揺るぎない価値観
（企業理念）の上に築きあげられたものであり、今日のオムロン
のビジネスにおいて極めて重要な決意表明であると言えます。
　今後は、この「最適化社会」実現に向けての取り組みが環境や
社会の個別課題の解決とどのように関連していくかという報告
が、特に有用になるでしょう。たとえば、CO2削減に関する報告
を掲載することは、気候変動に対するオムロンの考え方を理解
するうえで極めて有用です。
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　咲き始めのヒマワリの花は、茎に含まれるオーキシン
という成長ホルモンの働きによって、朝は東に、夕方は
西に、太陽を追いかけるように花の向きを変えます。
　オムロンは、パネル部分がヒマワリの花のように太陽
を追いかけて回る「太陽光追尾型」の太陽光発電システ
ムに用いられる制御コンポーネントをつくっています。
　生物の構造や感知力、自律的な仕組みは、オムロン
のコアテクノロジーである「センシング&コントロール」
を発展させるための大きなヒントを与えてくれます。
オムロンはこれからも生態系資源を活用した技術開発
を模索していきます。
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